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序章 研究対象と課題 






第 1 節 研究対象 





                                                   
（1） 1950 年 4 月 3 日，トヨタ自動車販売の設立登記が完了し，トヨタ自動車工業から販
売部門が分離した。そして 1982 年 7 月 1 日，トヨタ自動車工業とトヨタ自動車販売が合





界自動車統計年報 第 11 集』，1-4 頁（原資料は，JAMA; Ward’s “World Motor Vehicle 
Data”; VDA ”Tatsachen und Zahlen”; SMMT; CCFA ”The French Automobile Industry 
Analysis & Statistics”; ANFIA “Automobile in Cifre”; ANFAC “Memoria Anual”; BIL 
Sweden “Motor Traffic in Sweden”; KAMA “Korean Automobile Industry”; OICA; ANFA 
VEA “Brazilian Automotive Industry Yearbook”; CAAM））。まず生産台数は，1950 年に
は 31,597台であったが，1960年 481,551台から 1970年 5,289,157台，1980年 11,042,884
台と急激に上昇した。その後も生産台数は上昇し，1990 年に 13,486,796 台を記録した。
生産台数のシェアも同じように，1950 年 0.3%，1960 年 2.9％から 1970 年 18.0％，1980
年 28.6％と急激に上昇した。 
 次に輸出台数は，1950 年には 5,509 台であったが，1960 年 38,809 台から 1970 年
1,086,776 台，1980 年 5,966,961 台と急激に上昇した。一方で，日本は，輸入台数がほと
んど伸びなかった。そのため，輸出台数の伸びに対応して，出超台数が，1960 年 34,480
台から 1970 年 1,067,224 台，1980 年 5,919,044 台と上昇した。日本の高い国際競争力は，
国別貿易特化係数においても確認することができる。貿易特化係数とは，産業の国際的な
競争力を示す代表的な指標の一つであり，輸出に特化するほどプラス 1，輸入に特化する
ほどマイナス１に近い値が算出される。日本の貿易特化係数は，1960 年以降，ほぼ 0.9 で
安定してきた。アメリカの貿易特化係数は 1960 年以降マイナスの値であり，ドイツの貿



























低下したが，トヨタは 1960 年以降，日産は 1965 年以降，シェアが上昇傾向にあった。ト
ヨタグループの市場シェアは 1971 年において 41.6％を記録し，日産グループの市場シェ
アは 1972 年において 36.0％を記録した。その後，石油危機による一時的な低下を経験し
たマツダの市場シェアが少しずつ上昇し，1972 年に 5.5％であった本田技研の市場シェア





出所）日本自動車会議所・日刊自動車新聞社『自動車年鑑 昭和 40 年版』，18-27 頁，日本自動
車会議所・日刊自動車新聞社『自動車年鑑 昭和 46 年版』，356-357 頁，日本自動車会議所・
日刊自動車新聞社『自動車年鑑 昭和 51 年版』，66-67 頁，日本自動車会議所・日刊自動車新聞


















































図序－4 は，四輪トラックの市場シェアである。1950 年代後半から 1960 年代前半まで，
マツダと三菱の躍進により，トヨタと日産の市場シェアは低下傾向にあった。しかし，1960
年代後半以降，トヨタは，日野とダイハツとの提携を進めるなどして，グループとして市




























図序－5 上・中位完成車メーカーの排気量別四輪乗用車価格（1965 年） 
 











































図序－6 上・中位完成車メーカーの排気量別四輪乗用車価格（1972 年） 
 











                                                   





















出所）日本自動車会議所・日刊自動車新聞社『自動車年鑑 昭和 40 年版』，18-31 頁，日本自動
車会議所・日刊自動車新聞社『自動車年鑑 昭和 46 年版』，356-357 頁，日本自動車会議所・
日刊自動車新聞社『自動車年鑑 昭和 51 年版』，66-67 頁，日本自動車会議所・日刊自動車新聞
社 『 自 動 車 年 鑑  昭 和 61 年 版 』， 66-69 頁 ，『 ト ヨ タ 自 動 車 75 年 史 』
（http://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/data/company_information/personn
el/employee/index.html），日産自動車株式会社『日産自動車社史 1974～1983』，資料編 12 頁，































第 3 節 先行研究の検討 






ため，産業組織の再編に関する構想を次々と発表していた。1961 年 6 月，通産省産業合
理化審議会資金部会は，「自動車工業に対する今後の施策方針」において 3 グループ構想
を発表した。3 グループ構想は，完成車メーカーを，量産車グループ 2 社・特殊乗用車グ


















                                                   
（4） 大河内（1971），加護野（1988），四宮（1998）。 
































































                                                   
（11） Clark and Fujimoto[1991]。 
（12） 延岡（1996b）。 
（13） 塩地洋「1960 年代トヨタにおける委託生産―組立外注化をつうじた多種少量生産の







（「sales and other incomes」）に占める原材料（「materials」）・供給品（supplies）・サー
ビス（「services」）等を供給するサプライヤー（「suppliers」）への支払分から確認するこ






















                                                                                                                                                     



































































第 1 章 ロータリーエンジン戦略 














撤退し，マツダが戦略を転換する過程を検討する。第 5 節では，第 2 節から第 4 節までの
検討を踏まえ，議論を総括する。 
 
第 2 節 NSU との技術提携 
 ドイツの二輪車メーカーNSU は，1951 年，ロータリーエンジンの研究を進めていたフ
ェリックス・バンゲル技師に注目し，共同研究を申し出た。オートバイとエンジンで有名
であった NSU は（31），当時，エンジン研究を進展させるとともに，四輪車への進出を考え
ていた。NSU は，1957 年に最初の DKM 型ロータリーピストンエンジンを完成させたが，
ローターとハウジングがともに回転するものであり，製造が困難であった。そこで NSU










は，1958 年以降，ハウジングを固定し，ローターのみが回転する KKM 型の研究を進め，














のエンジン」という認識であり，文献等を取り寄せて検討が進められたが，1959 年 12 月








                                                   
（32） 東洋工業株式会社（1967），1-10 頁。 
（33） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会編（1972），337-339 頁。 
（34） 東洋工業株式会社『The Rotary Engine』。内容が 1977 年 10 月までの記述になって
いることから，1978 年前後の資料であると推定される。 
（35） 松田（1980），157-159 頁。 





NSU に対する技術提携は，日本の 34 社を含み，世界各国で約 100 社の申し込みがあっ
た（38）。それら約 100 社の内訳を明らかにすることはできないが，1967 年頃において， 15
社が NSU と契約を締結してロータリーエンジンの開発を行っていた。自動車メーカーに
関して言えば，1965 年の生産台数基準で世界においてマツダ 18 位，ダイムラー・ベンツ
19 位，NSU32 位，アルファロメオ 39 位，他三社は 50 位以下であり，上位自動車メーカ
ーは技術開発に参加していなかった。マツダは，1960 年 7 月に NSU から訪問の通知を受






マツダは，仮契約調印後から基礎研究に着手し，1961 年 7 月に契約について政府の正




しかし，1962 年 8 月に山本次長ら 3 名が NSU へ再度訪問した際，マツダのロータリーエ
ンジンに関する技術力は NSU と比較して「格段のおくれがあった」（41）。そのためマツダ
は，NSU に習い（42），1963 年 4 月にロータリーエンジン研究部を新設し，1964 年 8 月に
はロータリーエンジン研究室を完成させ，研究体制の大幅な強化を行なった（43）。ロータ
リーエンジン研究部は，山本健一を責任者として，調査，設計，試験，材料研究の 4 課 47





（38） 東洋工業株式会社（1967），15-16 頁。 
（39） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会編（1972），339-341 頁。 
（40） 東洋工業株式会社（1967），17-19 頁。 
（41） 同上，20-25 頁。 
（42） 同上，26 頁。 




















第 3 節 ロータリーエンジンの開発成功と開発競争の激化 
第 1 項 高い内製率 





                                                   
（44） 東洋工業株式会社（1967），26-27 頁。1960 年代後半において，ロータリーエンジン
の研究者は，150 名程度まで増加したと推測される。マツダは，「ロータリーエンジン研究
部設計室（本社技術本館 6 階） 150 名をこえる開発技術研究者により日夜研究が続けられ
ている」（東洋工業株式会社（1967））と記述している。 
（45） 細野（1964），41-50 頁。 
（46） 大道寺（1960），99-103 頁，冨塚（1960），217-220 頁。 














表 1－1 マツダの外注率 
 
 
（出所）各社『有価証券報告書』各年版，『週刊ダイヤモンド』1975 年 4 月 12 日号，52 頁 
より作成。 
                                                   
（48） 東洋工業株式会社（1967），47 頁。 





1963年 50% 約120 12,947 9,516 65% 71.2%
1964年 50% 約120 16,410 12,126 65% 77.9%
1965年 50% 約120 18,086 13,124 80% 78.6%
1966年 50% 約120 18,625 13,467 80% 56%
1967年 50% 約120 21,096 15,836 80% 59%
1968年 54% 約130 27,047 20,556 80% 59%
1969年 54% 約130 28,384 21,132 80% 59%
1970年 54% 約130 26,646 18,835 80% 61%
1971年 55% 約130 26,984 18,778 80% 64%
1972年 - 約130 31,604 21,739 - 66%
1973年 - 約130 35,967 25,189 - 68%
1974年 60% 約130 36,928 25,593 - 68%
1975年 - 約130 33,266 22,889 - 67%
1976年 - 約130 31,232 21,406 - 69%
1977年 - 約160 29,548 20,146 - 70%
1978年 - 約160 27,827 15,804 - 70%
1979年 - 約160 26,809 14,431 - 70%
1980年 - 約160 27,283 15,901 - 70%
1981年 - 約160 27,474 16,800 - 70%
1982年 70% 約160 27,513 15,923 - 70%
1983年 70% 約160 27,395 15,289 75% 70%
1984年 70% 約160 27,406 - 74% 70%








マツダの外注率は，1963 年から 67 年まで 50％で推移した後，1970 年まで 54％，1971
年 55％と緩やかに上昇した。その後，マツダの外注率は，1982 年に 70％となっており，
70 年代に 15％上昇した。ダイヤモンド誌によると，マツダの外注率は 1974 年頃において
60％とされており（51），石油危機から 80 年代前半にかけてほぼ 10％程度増加したと推測
される。マツダにおけるサプライヤー利用がトヨタと同水準になったのは，80 年代前半で
あった。 











                                                   





（51）「“借りの重荷”に泣く東洋工業・松田社長」，『週刊ダイヤモンド』1975 年 4 月 12 日
号，52 頁。 
（52） 「トヨタ自動車における実例 外注管理の改善とその効果」，『マネジメント』Vol.13 
No.11，1954 年 11 月，67 頁。 
（53） 「自由化前夜の「車の戦い」」，『エコノミスト』42（19），1964 年，12 頁。トヨタ
は，部品メーカーに，トヨタに対する依存度を 60％まで低下させるという方針を打ち出し
た。 

















第 2 項 乗用車流通網の整備 
ロータリーエンジン搭載車を供給するためには，トヨタが指摘した問題点の二点目，す
なわち，ロータリーエンジンの整備技術を整備士に普及させることも必要であった。 





                                                   
（55） 東洋工業株式会社（1967），49 頁。 





（58） 東洋工業株式会社（1967），30-33 頁。 
（59） 筒井（1985），194 頁。 
（60） 重化学工業通信社広島支局編（1976），29 頁。 
（61） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会編（1972），345-346 頁。 
21 
ーラーの傘下には，1963 年の時点で 2,300 の販売店が設置された（62）。 
 









                                                   

















株式会社広島マツダ 50.0 108,000 設備資金 日歩2銭6厘 34,900 － － 48.0 2
株式会社埼玉マツダ 74.0 62,360 設備資金 日歩2銭6厘 － － 2,400 － －
株式会社京都マツダ 40.0 61,530 設備資金 日歩2銭6厘 7,800 － － － －
新潟マツダ自動車株式会社 49.0 58,850 設備資金 日歩2銭6厘 30,050 － － － －
高知マツダ株式会社 49.0 34,500 設備資金 日歩2銭6厘 6,000 － － － －
株式会社山形マツダ自動車 49.0 31,990 設備資金 日歩2銭6厘 15,070 2,430 － － －
秋田マツダ販売株式会社 49.0 23,300 設備資金 日歩2銭6厘 7,000 － － － －
株式会社滋賀マツダモータース 49.0 16,800 設備資金 日歩2銭6厘 22,800 － － － －
宮崎マツダ販売株式会社 49.0 9,400 設備資金 日歩2銭6厘 3,000 － － 49.0 0
栃木マツダ販売株式会社 49.0 9,240 設備資金 日歩2銭6厘 12,600 － － － －
鳥取マツダ自動車株式会社 49.0 8,080 設備資金 日歩2銭6厘 2,040 － － － －
山梨マツダ自動車株式会社 66.5 － － － 8,300 － － － －
株式会社関東マツダ － － － － 191,300 496,800 424,600 50.0 1
株式会社富山マツダ － － － － 7,300 － － － －
株式会社信濃マツダ － － － － 23,750 － － － －
静岡マツダ株式会社 － － － － 13,260 － － 38.8 0
薩摩マツダ株式会社 － － － － 140,350 81,240 2,460 － －
マツダ系貸付金合計 424,050 525,520 580,470 429,460
株式会社マツダオート東京 49.0 513,800 設備資金 日歩2銭6厘 566,640 487,700 － 49.0 2
株式会社マツダオート大阪 49.0 438,260 設備資金 日歩2銭6厘 491,660 436,260 347,860 48.7 2
株式会社マツダオート名古屋 49.0 346,030 設備資金 日歩2銭6厘 396,500 304,000 189,500 49.0 0
株式会社マツダオート兵庫 49.0 180,640 設備資金 日歩2銭6厘 188,740 120,980 49,300 － －
株式会社マツダオート広島 49.0 170,650 設備資金 日歩2銭6厘 134,300 － － 49.0 2
株式会社マツダオート京都 49.0 168,930 設備資金 日歩2銭6厘 135,130 78,610 22,090 － －
株式会社マツダオート横浜 49.0 130,950 設備資金 日歩2銭6厘 109,800 － － － －
株式会社マツダオート福岡 49.0 71,750 設備資金 日歩2銭6厘 63,850 － － － －
株式会社マツダオート静岡 49.0 63,450 設備資金 日歩2銭6厘 43,650 23,850 4,050 － －
株式会社マツダオート石川 49.0 60,330 設備資金 日歩2銭6厘 54,590 38,690 11,990 － －
株式会社マツダオート肥前 49.0 55,750 設備資金 日歩2銭6厘 40,490 － － － －
株式会社マツダオート岐阜 49.0 50,050 設備資金 日歩2銭6厘 39,090 32,590 21,990 － －
株式会社マツダオート福井 49.0 44,070 設備資金 日歩2銭6厘 17,790 － － － －
株式会社マツダオート富山 49.0 42,550 設備資金 日歩2銭6厘 32,050 18,730 5,410 － －
株式会社マツダオート長野 49.0 30,550 設備資金 日歩2銭6厘 26,540 13,310 － － －
株式会社マツダオート埼玉 49.0 29,690 設備資金 日歩2銭6厘 27,530 21,140 14,700 － －
株式会社マツダオート奈良 49.0 28,500 設備資金 日歩2銭6厘 25,400 3,020 － － －
株式会社マツダオート茨城 49.0 22,890 設備資金 日歩2銭6厘 20,730 12,670 6,370 － －
株式会社マツダオート鹿児島 33.3 22,800 設備資金 日歩2銭6厘 20,900 － － － －
株式会社マツダオート宮城 49.0 18,750 設備資金 日歩2銭6厘 13,450 9,860 4,100 － －
株式会社マツダオート北海道 49.0 18,250 設備資金 日歩2銭6厘 41,410 8,860 － － －
株式会社マツダオート大分 49.0 15,030 設備資金 日歩2銭6厘 7,650 － － － －
株式会社マツダオート三重 49.0 14,820 設備資金 日歩2銭6厘 27,240 6,190 － － －
株式会社マツダオート香徳 49.0 13,950 設備資金 日歩2銭6厘 － － － － －
株式会社マツダオート千葉 49.0 13,290 設備資金 日歩2銭6厘 11,130 8,450 3,930 － －
株式会社マツダオート岩手 49.0 10,850 設備資金 日歩2銭6厘 9,770 － － － －
株式会社マツダオート福島 49.0 8,390 設備資金 日歩2銭6厘 6,230 － － － －
株式会社マツダオート青森 49.0 6,450 設備資金 日歩2銭6厘 5,370 3,000 － － －
株式会社マツダオート和歌山 49.0 4,250 設備資金 日歩2銭6厘 1,810 6,500 － － －
株式会社マツダオート愛媛 49.0 3,800 設備資金 日歩2銭6厘 200 － － － －
株式会社マツダオート群馬 49.0 0 － － － － － － －
株式会社マツダオート岡山 49.0 － － － 11,734 － － － －
株式会社マツダオート山口 49.0 － － － 3,500 － － － －
株式会社マツダオート熊本 49.0 － － － － － － － －
株式会社マツダオート久留米 － － － － － 98,000 56,220
オート系貸付金合計 2,599,470 2,574,874 1,732,410 737,510





















第 3 項 競合他社のロータリーエンジン開発 
最後に，トヨタが指摘した三点目の問題点，すなわち，主要メーカーのロータリーエン




について，1973 年 1 月にマツダ取締役山本健一は，「来年秋ごろにも一部車種に RE を搭
                                                   




月号，260 号，37 頁）。 
（65） 東洋工業株式会社（1969），16-19 頁。 
（66） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会編（1972），341 頁。 
（67） 「本格化するロータリーエンジン」，『エコノミスト』1972 年 8 月 15 日号。 
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載して発売に踏切るのではないかと思う」と発言している（68）。GM に続き世界二位の生
産台数を担うフォードについては，1971 年 3 月，ロータリーエンジンの生産をするため，
フォルクスワーゲンの支配下に置かれた NSU との交渉を検討していることが報じられた














た。その後，マツダと NSU は 1971 年頃から交渉を行い，1972 年 4 月の交渉により，マ
ツダにロータリーエンジン単体での販売を認めることで決着した（74）。 
                                                   
（68） 「東洋に RE 部品大量発注」，『日刊自動車新聞』1973 年 1 月 25 日。 




（70） 「再燃する RE 旋風」，『エコノミスト』1972 年 5 月 9 日号，86 頁。 






（72） 神原・藤本・船本・布施・樫山（2003），7 頁。著者らの所属は，東洋工業第 2 エン
ジン開発部。 
（73） トヨタ自動車株式会社（1987），598 頁。 
（74） 「再燃する RE 旋風」，『エコノミスト』1972 年 5 月 9 日号，87-88 頁。 
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マツダは，NSU との契約を受け，ロータリーエンジンの独占的な供給による収益の獲












には懐疑的であったが，1970 年 11 月に GM が NSU とロータリーエンジンの契約を締結
したことで状況は変化しつつあった。 
日産は，1970 年 10 月，NSU とロータリーエンジンの製造・販売に関する技術契約を
締結した（78）。日産の排気ガス対策は酸化触媒が中心であり，日産におけるロータリーエ
ンジンの位置付けは NOx 対策であった（79）。先述したように，マツダと NSU との間で周
辺特許をめぐる契約が交わされていたため，日産は，マツダの特許を回避しながら開発を
進めた（80）。1972 年 10 月，日産は，独自開発したロータリーエンジンを東京モーターシ




                                                   
（75） 豊田（2000），208 頁。 
（76） 「「RE 交渉」難航で トヨタ自工不調時に備え意向」，『日刊自動車新聞』1973 年 1
月 17 日。 
（77） 豊田（2000），209 頁。 
（78） 日産自動車株式会社社史編纂委員会（1975），260 頁。 
（79） 日産自動車開発の歴史編集委員会（2003），90 頁。 
（80） 出口（2003）， 189-190 頁。 
（81） 日産自動車株式会社社史編纂委員会（1975），260-261 頁。 
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第 4 項 マツダの経営成績 
 1960 年代後半から 70 年代におけるマツダの乗用車生産は，ロータリーエンジン搭載車
種の増大をひとつの特徴としていた。ロータリーエンジン搭載車が全車種に占めた割合は，
1967 年に 0.1％であったが，1968 年 1.5％，1969 年 6.5％，1970 年 15.0％と上昇を続け，
1973 年には 32.3％を記録した（表 1－5）。最初のロータリーエンジン車は 1967 年 5 月に
発売されたコスモスポーツであり，その後，1968 年 7 月にファミリアロータリー，1969
年 10 月にルーチェロータリー，1970 年 5 月にカペラロータリーが発売された（84）。コス




                                                   
（82） トヨタ自動車株式会社（1987），596 頁。日本では，1978 年の排出ガス規制によっ
て，CO と HC は 1975 年まで，NOx は 1978 年までに 10％以下にすることが定められた
（朱・武石・米倉（2007），82 頁）。 
（83） 「座談会・マツダにおける自動車用エンジンの研究開発」，『内燃機関』1985 年 12
月号。 


























                                                   
（86） 有価証券報告書からマツダ，トヨタ，日産，本田技研の売上高営業利益率を 1965 年
から 1974 年にかけて算出すると，各社とも低下傾向にあり，四社の平均値は約 10％から
約 3％となる。 
（87） 「自動車業界再編成の行くえ 台風の目は東洋工業，三菱重工か」，『エコノミスト』
1967 年 11 月 28 日号，53 頁。「同社はロータリー・エンジン開発に巨額を投じたほか，急
速な拡大を試みたため，借入金の多いことでは業界一」と報じられた。 
（88） マツダ労働組合（1987），60-61 頁。 
（89） 石油危機発生前からマツダの経営が問題を抱えていたという指摘は，筆者による新し

















1967年 0 0 0 0 343 343 404,287 0.1% 223 9
1968年 6,925 0 0 0 172 7,097 475,145 1.5% 5,249 12
1969年 28,041 0 0 542 159 28,742 440,024 6.5% 22,599 1,771
1970年 31,238 34,242 0 431 258 66,169 440,369 15.0% 54,259 5,640
1971年 21,722 63,389 33,189 3 126 118,429 509,211 23.3% 65,647 33,699
1972年 5,720 57,748 80,404 10,903 118 154,893 642,896 24.1% 69,916 94,773
1973年 2,060 54,962 105,819 77,028 2 239,871 742,076 32.3% 89,422 134,886









第 4 節 石油危機以降のロータリーエンジン開発 
第 1 項 三元触媒技術の登場と GM の開発撤退 
 1973 年 10 月の第四次中東戦争を契機に，アラブ石油輸出国機構は，原油価格を引き上
げるとともに原油の減産を行った。1973 年 10 月から 11 月にかけて，樹脂等の石油化学
製品の価格が 40％から 50％程度上昇し，各社は自動車の値上げを実施した。日本の自動






ツダにおけるアメリカでの販売台数は減少し，1974 年 6 月，マツダ社長松田耕平は，初
めて減産の方針を明らかにした（93）。マツダにおけるロータリーエンジン搭載車の輸出台
数は，1973 年の 134,886 台から，1974 年には 79,424 台まで落ち込んだ（表 1－3）。 
 石油危機を契機に，消費者は燃費効率の高い自動車を選好するようになり，各自動車メ
ーカーは，燃費の悪いロータリーエンジンについての開発を練り直していった。1974 年 3
月にフォードがロータリーエンジンの開発を中止，同年 9 月に GM がロータリーエンジン
搭載車の発売延期を発表，1975 年半ばに日産がロータリーエンジン搭載車を販売する計画
を中止した（94）。1976 年 3 月，日産は，ロータリーエンジンは将来のエンジンの本命にな
らないという最終的な判断を下した（95）。1977 年 4 月，GM はロータリーエンジン開発か
                                                   
（90） トヨタ自動車株式会社（1987），565-568 頁。 
（91）「輸出増で年産 80 万台達成へ 東洋工業 国内向け生産は 13％ダウン」，『広島経済レ
ポート』1974 年 1 月 19 日。 
（92） 住友銀行行史編纂委員会（1985），54-56 頁。 
（93） 「東洋工もついに減産 五－十月に２万台」，『朝日新聞』1974 年 6 月 27 日。 
（94） 日産自動車開発の歴史編集委員会（2003），93 頁。 
（95） 出口（2003），189-190 頁。 
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ら既に撤退していることを発表した（96）。一方，トヨタは，1975 年 12 月，ロータリーエ
ンジンの基本特許について，二年単位の短期契約から 1984 年までの長期契約に変更した
（97）。しかし，トヨタも，1979 年 2 月 1 日の組織改正でロータリーエンジン開発の担当部
門を廃止してしまう（98）。トヨタがロータリーエンジンの開発から撤退した一因としては，
















銀行への依存度が高く，とりわけ住友銀行は 1975 年の時点で 31％を占めた。長期借入金・
                                                   
（96） 「GM，ロータリー・エンジンの開発を中止，東洋工業にも影響か」，『日本経済新聞』
1977 年 4 月 13 日。 
（97） 「トヨタ自工，西独アウディとバンケルとの RE ライセンス契約を 84 年まで延長」，
『日本経済新聞』1975 年 12 月 6 日。 
（98） 「トヨタ，RE 研究開発の専門部を廃止―レシプロに当面全力」，『日本経済新聞』1979
年 2 月 1 日。 
（99） トヨタ自動車株式会社（1987），604-606 頁。 




氏 RE 戦略練り直す（証言昭和産業史）」，『日経産業新聞』1989 年 2 月 16 日；「“借りの





























住友信託銀行（株） 27,271 20.4% 住友信託銀行（株） 44,187 19.9% 住友信託銀行（株） 24,304 17.3%
三菱信託銀行（株） 15,079 11.3% 三菱信託銀行（株） 21,182 9.6% 三菱信託銀行（株） 14,528 10.4%
（株）日本興業銀行 13,375 10.0% （株）住友銀行 20,420 9.2% （株）日本興業銀行 13,828 9.9%
（株）日本不動産銀行 9,705 7.3% 日本興業銀行（株） 19,881 9.0% （株）日本債券信用銀行 11,913 8.5%
安田信託銀行（株） 9,220 6.9% 日本不動産銀行（株） 15,467 7.0% （株）日本長期信用銀行 10,446 7.5%
三井信託銀行（株） 9,194 6.9% 日本長期信用銀行（株） 13,998 6.3% （株）住友銀行 10,070 7.2%
東洋信託銀行（株） 8,800 6.6% 安田信託銀行（株） 12,547 5.7% 安田信託銀行（株） 8,553 6.1%
（株）日本長期信用銀行 8,540 6.4% 三井信託銀行（株） 12,377 5.6% 三井信託銀行（株） 8,292 5.9%
（株）住友銀行 7,480 5.6% 東洋信託銀行（株） 11,180 5.0% 日本生命保険相互会社 7,678 5.5%
日本生命保険相互会社 6,400 4.8% 日本生命保険相互会社 10,920 4.9% 東洋信託銀行（株） 7,211 5.1%
上位10行 115,064 86.0% 上位10行 182,159 82.2% 上位10行 116,823 83.4%











住友銀行 31,940 31.0% 住友銀行 16,250 28.8%
広島銀行 8,410 8.2% 広島銀行 4,820 8.5%
太陽神戸銀行 3,800 3.7% 太陽神戸銀行 2,040 3.6%
中国銀行 3,250 3.1% 中国銀行 1,960 3.5%
埼玉銀行 2,960 2.9% 山陰合同銀行 1,760 3.1%
山陰合同銀行 2,740 2.7% 埼玉銀行 1,480 2.6%
富士銀行 2,430 2.4% 西日本銀行 1,210 2.1%
足利銀行 2,215 2.1% 広島相互銀行 1,130 2.0%
東京銀行 2,100 2.0% 東京銀行 1,120 2.0%
横浜銀行 1,980 1.9% 富士銀行 1,110 2.0%
上位10行 61,825 59.9% 上位10行 32,880 58.2%















1975 年 1 月，住友銀行は，マツダを専門に担当する部として融資第二部を設置し，常務
取締役巽外夫を部長とした（104）。巽外夫は，マツダの二人（内一人は山崎芳樹（マツダ社
長：1977－84 年））と三人委員会を結成し，マツダの合理的な経営を推進した。磯田一郎
                                                   
（102） 住友銀行行史編纂委員会（1985），59 頁。 
（103） 「東洋工業再建(2) 住友銀行会長磯田一郎氏 適時，適材を送る（証言昭和産業史）」，
『日経産業新聞』1989 年 2 月 17 日。 
（104） 住友銀行行史編纂委員会（1985），59 頁。 
年 1962 1975 1976 1977
決算月 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 10 10 10
松田恒次 社長 （死去）
松田耕平 副社長 社長 会長 広島マツダ
村尾時之助 専務 副社長
河村郷四 専務 取締役
竹林清三 常務 専務 副社長
登島亮 常務 専務 取締役 朝鮮貯蓄銀行










須藤慎太郎 常任監査役 取締役 常任監査役
黒田進 取締役
佐々木俊雄 取締役 常任監査役 監査役
杉野正章 取締役
池田肇 監査役 常任監査役 取締役
森本亨 監査役 取締役 広島相互銀行
筒井蛙声 取締役
海塚義郎 取締役


















花岡信平 取締役 常務 住友銀行
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31 
は，マツダについて，費用を厳密に計算せずに自動車を製造していたと指摘している（105）。



















                                                   
（105） 「東洋工業再建(2) 住友銀行会長磯田一郎氏 適時，適材を送る（証言昭和産業史）」，
『日経産業新聞』1989 年 2 月 17 日。 
（106） 「東洋工業再建(3) 住友銀行会長磯田一郎氏 合議制等経営近代化（証言昭和産業史）」，
『日経産業新聞』1989 年 2 月 20 日。 
（107） 住友銀行行史編纂委員会（1985），61-62 頁。 
（108） 「東洋工，米フォードと提携強化，受託生産を 3 割へ 住銀が交渉，通産省も積極支
援」,『日本経済新聞』1977 年 11 月 25 日。 
（109） 「フォード会長来日 中国を訪問のあと東洋工・住銀首脳と懇談へ」，『日本経済新聞』
1978 年 6 月 17 日。 
（110） 「フォード会長，東洋工との提携強化で住銀首脳と合意 アジアの拠点として信頼築
く」，『日本経済新聞』1978 年 6 月 23 日。 
（111） 「東洋工業，RE 車不振響き 52 年 4 月から米向け輸出を 6 割減 伊藤忠・住商が指
示」，『日本経済新聞』1976 年 4 月 17 日；「住友銀，東洋工業支援で住友商に役員派遣求






第 3 項 マツダの戦略変化 
マツダは，石油危機を契機に，内製・外注政策とロータリーエンジンの搭載車種を転換
していった。まず内製・外注政策であるが，石油危機以降，マツダは外注率を高めていっ
た。マツダの従業員は 1974 年から 1979 年にかけて 36,928 人から 26,809 人へと 10,119




た。下請企業については，1970 年代前半において 130 社程度であったが，70 年代後半以
降において 160 社程度に増加した（表 1－1）。部品メーカーについては，1964 年に 133
社であったが（114），1976 年頃には 226 社に増加した（115）。取引企業数を拡大する一方で，
マツダは，従業員を派遣して技術指導・経営指導を行ない，遊休設備の処分や生産工程の







ジン搭載車は，1970 年に 22 車種中 9 車種（40.9%），1975 年に 14 車種中 6 車種（42.9%）
                                                                                                                                                     
化」，『日本経済新聞』1977 年 12 月 17 日；東洋工業株式会社『有価証券報告書』1977 年
10 月，3 頁。 
（113）「東洋工副社長に村井住友銀行常務，販売担当常務に長谷川伊藤忠アジア総支配人」，
『日本経済新聞』1975 年 12 月 11 日。 
（114） 広島商工会議所編（1965），67 頁。 
（115） 重化学工業通信社広島支局編（1976），7 頁。 
（116） マツダは，この活動を「ミツバチ作戦」と称していたという。『第八十四回国会 参
議院商工委員会 会議録第六号』1978 年 4 月 11 日。 
（117） 「洋光会が正式発足」，『日刊自動車新聞』1981 年 5 月 27 日。 
（118） 神原・藤本・船本・布施・樫山（2003），8 頁。 
33 
であったが，1980 年に 13 車種中 4 車種（30.8%）と低下した（119）。ロータリーエンジン
搭載車の価格帯は，1970 年に 54～158 万円（31.5～158 万円），1975 年に 103.4～381 万






















                                                   
（119） 東洋工業株式会社『有価証券報告書』1971；1975；1980 年。 
（120） 東洋工業株式会社『有価証券報告書』1971；1975；1980 年。「半世紀を語る ロー
タリー生みの親 山本健一相談役」，『中国新聞』1998 年 1 月 22 日。住友銀行は，東洋工
業の研究開発部門の人員が多すぎると指摘しており，研究開発の面から戦略転換を促進し
たと推測される（「“借りの重荷”に泣く東洋工業・松田社長」，『週刊ダイヤモンド』1975
年 4 月 12 日号）。 
（121） 「月例問答 企業活動に反映させたネバリの精神」，『モーター毎日』1979 年 6 月 1
日。 














第 2 章 プロダクト・マネジャー制度の導入 
































第 2 節 デザインの外部調達  
 敗戦後，マツダは，三輪トラックの生産再開を決定し，生産準備を進めた。1945 年 10
月，マツダは，軍需から民需への生産転換を申請し，11 月 24 日付で許可を得た。そして




の需要を掴もうと新規参入企業が現れ，1947 年 4 月には，マツダ・発動機製造・日本内
燃機・三井精機・三菱重工業・愛知起業・明和興業・汽車製造・日新工業が三輪トラック
の生産を行った（126）。1947 年，小型車の規格変更が行われ，三輪車のエンジン排気量の







年に 1,157cc の 1ｔ積トラック，1952 年に 1,500cc の 2ｔ積トラックが登場し，風防窓や
運転台のカバー等が取り付けられた。マツダの製品における最大積載量を確認すると，




                                                   
（125） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会（1972），173-177 頁。1945 年 9 月 15 日，
松田恒次は，タイヤや鋼板を調達するため，サプライヤーを訪問した（ダイヤモンド社編
（1965），42-43 頁）。 
（126） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会（1972），177-182 頁。 
（127） 呂（2011），323-328 頁。戦後三輪車産業の時期区分は，呂氏の整理に依っている。 
（128） 同上，333 頁。 
（129） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会（1972），221-228 頁。 





図 2－1 マツダの経営展開（1945－1975） 
   
    
（出所）東洋工業株式会社五十年史編纂委員会編（1972），通商産業省監修『自動車統計年表』
（1953 年版，1954 年版，1955 年版，1956 年版，1957 年版，1958 年版），『自動車統計年報』




                                                   













































三輪車の市場規模は，軽三輪トラックの登場により，1958 年から 1960 年にかけて急増
した（図 2－1）。三輪トラックは，大型化・高品質化により，以前の三輪トラックが有し
ていた経済性や簡便性を失いつつあった。そのため，三輪トラックはそうした利点を求め
                                                   
（132） 広田（1955），5-8 頁。 
（133） 工業技術院産業工芸試験所（1952），34-35 頁，財団法人工芸財団編集（1983），126-131
頁。 
（134） 広田（1955），8-9 頁。 
（135） 小杉（1957），7-12 頁。 
（136） 村尾時之助追想録編纂委員会（1985），164 頁。 
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る需要に適切な商品ではなくなり，安価で排気量の小さい軽三輪トラックの販売台数が伸



















た。そのため，1956 年 1 月 1 日に 7 万 2,000 円，同年 5 月に 1 万 5,000 円の値下げを行
い，店頭渡し価格 53 万 8,000 円の SKB 小型トラックにトヨエースという愛称をつけて販
売した。また，1956 年 1 月 24 日，トヨタ自動車販売社長神谷正太郎は，「SKB 型の増販
のために複数販売店制へ移行」することをトヨタ自動車販売協会の役員会で発表した。
                                                   









1957 年 6 月には全国で 50 店のトヨペット店の設置が完了した。こうしてトヨエースの販
売台数が伸びていき，「トヨエースは小型三輪トラックの市場に食い込んでいった」（140）。 
1960 年以降，マツダにおける三輪車の生産台数は縮小していった。三輪車市場の縮小を











第 3 節 デザイン部門の整備と商品開発室の誕生 
第 1 項 外部調達の成否 





月に四輪乗用車事業への参入を決定し，軽乗用車 R360 クーペの開発を開始した（145）。 
                                                   
（140） トヨタ自動車株式会社（1987），298-301 頁。 
（141） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会（1972），268-279 頁。 









（145） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会（1972），327-331 頁。 
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1960 年 5 月 28 日，R360 クーペは全国で発売された。R360 クーペは，金融機関等の事
業者や個人の需要を掴み，1960 年中で 23,417 台生産された。マツダは，R360 クーペの
みで，軽四輪乗用車市場の 64.8％，乗用車市場全体の 14.2％を占拠したのであった（図 2
－1）（148）。R360 クーペのどのような特徴が需要を掴んだのかを，当時の消費者調査から
検討したい（149）。この調査は，1961 年 7 月，東京都 23 区内における自家用乗用車 600 台
のドライバー・購入決定者を対象に行われ，501 台のドライバー・購入決定者の回答を得
た。表 2－1 は，調査対象者が，30～40 万円の価格帯である 5 つの車の中から，各項目に
おいて「最もよいと思われる車」を選択した比率である。R360 クーペが競合車と比較し
て優れていると評価された点は，「見た目の美しさ」と「燃料費の安さ」であった。この消
費者調査では，東京都 23 区内に居住する 20 才以上の男女 1000 名を対象に，乗用車を購




                                                   










よう。1962 年 2 月 23 日，「ファミリーカーとしての理想を徹底的に追求」した軽四輪乗








カイライン（5.9％）という 90～100 万円の価格帯の車を挙げた。R360 クーペを再度購入
するという回答は 23.5%あったが，パブリカ（5.8％），三菱 500（0％），スバル 360（0％）












                                                   
（150） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会（1972），376-378 頁。 

















比率 15.0 15.0 13.2 11.2 17.0 16.4 25.7 8.6
順位 2/5 4/5 4/5 4/5 3/5 3/5 1/5 4/5
スバル360 比率 18.6 20.9 17.4 17.4 18.2 17.2 20.8 19.0
パブリカ 比率 13.2 17.4 26.0 25.1 18.0 20.6 10.0 24.2
三菱500 比率 12.2 16.8 15.2 16.6 14.6 16.0 9.0 14.0
スズライト 比率 2.2 5.0 4.8 3.6 6.4 4.2 8.6 5.0
不明 比率 38.8 24.9 23.4 26.1 25.8 25.6 25.9 29.2
合計 比率 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
R360クーペ
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3 3 3 4 5 5 5 4 6 7 8 9 8 9 11 16 22 22 20 23 24
0 0 1 1 0 0 1 2 1 1 3 2 2 2 5 6 0 5 4 1
0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 3 1 0 0 0 0 7 1 0





1963 1964 1965 1966
レシプロ
ロータリー
クラウン スカイライン セドリック ヒルマン オースチン ニューコロナ ブルーバード ルノー コンテッサ スバル360 R360クーペ 三菱500 パブリカ 外車
クラウン 47.7% 1.8% 16.3% 0.9% 0.0% 14.4% 5.4% 2.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 9.9%
スカイライン 27.3% 36.4% 15.9% 4.5% 0.0% 6.8% 0.0% 2.3% 0.0% 2.3% 0.0% 0.0% 0.0% 4.5%
セドリック 9.4% 12.5% 50.0% 3.1% 0.0% 9.4% 6.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.4%
ヒルマン 25.6% 0.0% 10.3% 51.3% 2.6% 2.6% 5.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.5% 0.0% 0.0%
オースチン 14.3% 0.0% 33.3% 4.8% 4.8% 9.5% 14.3% 9.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.5%
ニューコロナ 43.8% 0.0% 12.5% 18.7% 0.0% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 12.5% 0.0%
ブルーバード 16.6% 4.2% 36.1% 2.8% 0.0% 4.2% 29.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.4% 5.5%
ルノー 13.0% 4.3% 13.0% 8.7% 0.0% 0.0% 8.7% 26.1% 13.0% 4.4% 0.0% 0.0% 0.0% 8.8%
スバル 6.3% 6.3% 6.3% 0.0% 0.0% 25.0% 12.5% 0.0% 6.3% 18.7% 0.0% 0.0% 12.4% 6.2%
マツダクーペ 29.4% 5.9% 11.8% 0.0% 0.0% 5.9% 5.9% 5.9% 5.9% 0.0% 23.5% 0.0% 5.8% 0.0%
三菱500 0.0% 14.3% 14.3% 0.0% 0.0% 28.5% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 14.3% 14.3% 0.0%


































                                                   





（155） 渡辺（1989），50 頁。 
（156） 東洋工業株式会社企画部機構造型課（1964），38 頁。 
（157） 同上，39 頁。 
（158） 東洋工業株式会社企画部機構造型課（1966），57 頁。 

















                                                   
（160） 村尾時之助追想録編纂委員会（1985），181-182 頁。 



























第 2 項 デザイン部門の整備 












った（166）。マツダがデザイン技術を高めたひとつの契機が，1962 年 3 月 27 日，ベルトー
ネとの乗用車のデザインに関する技術援助契約の締結であった。マツダのデザインは，技
術援助契約を契機とした技術導入により，急激な進歩を実現したという（167）。その後，機
構造形課は，製品企画を担当する部門として 1963 年 4 月に新設された企画部の傘下とな











（163） 財団法人工芸財団編集（1983），126-131 頁。 
（164） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会（1972），396 頁。 
（165） 石井（2003），28 頁。 
（166） 同上，35 頁。 
















                                                   
（168） 同上，417 頁。 
（169） 碇（1969a），184-186 頁。 








































                                                   
（170） 村尾時之助追想録編纂委員会（1985），181 頁。 













































1967 年 5 月に販売された車である。コスモスポーツのデザインを社内デザイナーである
小林平治が担当したことは（174），社内デザイナーがマツダのデザイン活動において中心的
な役割を果たしていたことを示唆している（175）。1970 年から 1973 年にかけて，マツダは，
カペラ，サバンナ，ルーチェを中心としたロータリーエンジン搭載車の生産台数を 66,169
台から 239,871 台へと増加させた（176）。ディーラーであるマツダオート福井は，1970 年
に発売されたカペラロータリーにより，石油危機までは売上が好調に推移したと振り返っ
                                                   
（171） 杉野・田中（1960），11 頁。1965 年頃において，日米のインダストリアルデザイナ
ー数は，日本が約 3,000 人，アメリカが約 10,000 人であった。そのうち，インダストリ
アルデザインの普及や調査研究を目的とした JIDA（日本）と IDSA（アメリカ）に所属し
たデザイナーの雇用形態は，日本がフリーランス 35%・企業内 56%・教育行政 9%，アメ
リカがフリーランス 56%・企業内 33%・教育行政 11%であった。それぞれの組織に所属










（172） 東洋工業株式会社企画部機構造型課（1967），23 頁。 
（173） ファミリア・バンのデザインは，入社二年目の社内デザイナーであった福田成徳が
担当した（村尾時之助追想録編纂委員会（1985），184 頁，石井誠（2003），35 頁）。 








1974 年 3 月，マツダは，広島県安芸郡府中町にデザインセンターを完成させた。鉄骨


















第 3 項 商品開発室の設置 
 マツダは，1960 年に R360 クーペを発売して以来，乗用車の種類数を増加させた。1968
年に 5 種類，1969 年に 4 種類，1970 年に 11 種類の生産が開始され，1972 年 10 月にお
                                                   
（177） 株式会社マツダオート福井（1979），54 頁。 
（178） 石井（2003），43 頁。 
（179） 東洋工業株式会社（1974）。 
（180） 石井（2003），53 頁。 
（181） トヨタ自動車株式会社（1987），565-568 頁。 
（182） 東洋工業株式会社（1973）。 
（183） 堀部・武雄（1983）。 





















                                                   














































                                                   
（186） 碇（1986），75；85 頁，望月（2004），31 頁。 





（188） 東洋工業株式会社『有価証券報告書』1978 年 10 月，5 頁。自動車企画部内にあっ
たデザイン担当部署は，デザイン室として研究開発本部直属になった。 
（189） もちろん，マツダの製品開発において，デザインが何の制約も受けなかったわけで
はない。1966 年にマツダに入社，1970 年にオペルに転職し，1978 年にマツダに再入社し
た河岡徳彦は，1980 年代半ばにおけるマツダの製品開発について，フォードと比較して，
共用部品を利用するため，デザインへの制約が多かったと指摘している（「フェスティバが





















                                                   
（190） 清家（1995），佐伯（2013）。 
（191） 一時的な能力不足によるカロッツェリアの利用という点では，日産において，デザ




第 3 章 サプライヤーの組織化 












































 構成は以下の通りである。第 2 節は，マツダとサプライヤーとの賃金格差の推移を検討
する。第 3 節では，マツダがサプライヤーを管理した組織や制度を整備した過程を分析す
る。第 4 節は，下請取引におけるマツダの発注政策を分析し，取引費用を節減した取引統
治を検討する。第 5 節は，結論である。  
 
第 2 節 マツダ＝サプライヤー間の賃金格差 




 マツダの総工数に占める外注工数比は，1951 年 29.1％，1955 年 47.5％，1960 年 54.6％
と推移した（200）。次に，車台一台の製造原価における構成割合をみると，1961 年から 1964
年が 50％，1971 年 55％，1981 年には 70％と推移した（201）。その後 1990 年までの外注
率は70％で推移しており，マツダの外注率は戦後復興期から1980年にかけて上昇した（202）。
                                                   










この間，外注企業数は増加傾向にあった。マツダの「協力工場数」は，1950 年 43 社，1955
年 55 社，1960 年 104 社と推移した。その後の推移を有価証券報告書記載の「協力会社数」













認できた 39 社の内 11 社である。「他供給先」は，マツダの部品メーカーにおける，マツ
ダ以外の供給先を整理したものである。重複数は，トヨタ 24 社，日産 18 社，三菱 18 社，
ダイハツ 18 社，日野 15 社，いすゞ14 社，富士重 3 社であった。最も重複が多かったト
ヨタに供給していた部品メーカーの「工場所在地」を見ると，24 社の内 9 社が愛知県に工
場を保有していた。その 24 社のうち，広島県に工場を保有していたのは 4 社であった。
次に重複が多かった日産に供給していた部品メーカーの「工場所在地」については，18 社





                                                                                                                                                     
率は相対的に低かったことが指摘されてきた（磯部・黒沢（1962））。「創業四十四年の東
洋工業株式会社」『自動車』1963 年 6 月号，53 頁，においても同様の指摘がなされている。 
（203）「東洋工業と協力工場の変化」，『広島経済レポート』1965 年 1 月 9 日号。 















ヤマハなどの二輪車関係」へ供給した（210）。表 3－1 の 24 社以外にも，大同メタル工業や




                                                   
（206） 市川（1954），67 頁。 
（207） 一方，日産は，日産宝会に対して依存度を 70％にまで低下させるよう指示した（「自






車部品業者間に」，『日刊工業新聞』1960 年 12 月 13 日）。 






に依存した市場の転換」を進めた（『月刊 自動車部品』第 8 巻第 4 号（1964 年），23 頁）。 
（210） 『中小企業金融公庫調査時報』第 7 巻第 2 号（1965 年 9 月），65 頁。 
（211） 『日刊工業新聞』1960 年 11 月 1 日；12 月 13 日。こうして，1964 年には，「トヨ
タ「協豊会」の中核をなしている企業でも，トヨタ依存 100％という企業は少なくなり，
これら企業の最近における受注比率をみても，全受注量の 2 割から 4 割程度はトヨタ以外
の自動車ないし二輪車メーカーからの受注に依存している」状況になった（『中小企業金融






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































械金属工業団地協同組合とは，1962 年 9 月 26 日，享栄工業（株）の福井亨を理事長とし
て，水島自動車製作所へ供給するサプライヤーをメンバーとして設立された組織である













割合を見ると，1962 年に 11.96％を記録し，1972 年までおおむね 11~12％で推移した。
1955 年からの傾向を観察するために，総損金に占める外注加工費の割合を算出すると，
                                                                                                                                                     
（株）水島自動車製作所 系列診断報告書』を利用して，新三菱重工業水島製作所のサプラ
イヤーを分析している。岡山県に立地する企業の約 3 分の 1 が県外の同業者と取引してい
たことが指摘されており，その取引相手はマツダであったと考察されている。 
（213） 水島機械金属工業団地協同組合（1987），18-20 頁。 











かったということである（「自動車値下げと下請企業」，『エコノミスト』第 41 巻第 45 号，
36-37 頁）。 
（216） 東洋工業株式会社『第 101 期 有価証券報告書』，12 頁。  
60 
1958年の5.72％から1963年の10.91％まで上昇傾向を見せ，その後9％台で推移した（217）。
マツダによる下請企業の利用は，50 年代後半から 60 年代前半にかけて拡大したのであっ
た。 
 






第 2 項 賃金格差の縮小 
 マツダによるサプライヤーの利用が進んだ一方で，賃金格差がどのように推移したのか
を検討したい。図 3－1 は，工業統計表を利用して，自動車製造業の従業者 1 人 1 ヶ月当
り現金給与額を分母に，自動車部分品・附属品製造業における従業者 1 人 1 ヶ月当り現金
















68,69 1955 4 758,000 12,133,617 6.25%
70,71 1956 4 838,000 13,353,788 6.28%
72,73 1957 4 985,000 17,061,393 5.77%
74,75 1958 4 1,001,000 17,486,534 5.72%
76,77 1959 4 998,000 17,107,142 5.83%
78,79 1960 4 2,321,000 29,581,316 7.85%
80,81 1961 4 4,341,294 53,890,882 8.06%
82,83 1962 4 7,420,749 62,070,846 73,872,710 11.96% 10.05%
84,85 1963 4 8,929,232 67,173,250 81,831,448 13.29% 10.91%
86,87 1964 4 9,981,699 78,486,796 92,690,243 12.72% 10.77%
88,89 1965 4 10,527,962 90,537,714 111,604,412 11.63% 9.43%
90,91 1966 4 10,880,585 94,888,170 115,023,709 11.47% 9.46%
92,93 1967 4 13,492,646 114,296,095 136,645,937 11.80% 9.87%
94,95 1968 4 17,595,642 151,059,967 186,768,867 11.65% 9.42%
96,97 1969 4 18,596,095 168,952,977 206,418,729 11.01% 9.01%
98,99 1970 4 20,178,486 175,475,413 210,682,406 11.50% 9.58%
100,101 1971 4 24,840,345 207,970,220 253,521,236 11.94% 9.80%
102,103 1972 4 31,020,000 260,440,000 310,552,928 11.91% 9.99%
単位：千円
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従業者数：1956 年まで「12 月 31 日現在の数字」。1958 年まで「12 月 31 日現在の 
常用労働者数と個人事業主および家族従業者数との合計である。常用労働者には， 
（イ）30 日を超える期間を定めて雇用している臨時の者（ロ）11 月以降の各月に 
おいて 18 日以上雇用した臨時の者（ハ）7 月以降において通算して 60 日以上雇用 
した臨時および日雇の者を含んでいる」。1975 年までは，（ロ）の要件のみ，「（ロ）11 
月，12 月の各月において 18 日以上雇用した臨時の者」と変更された。 

















1955 1960 1965 1970 1975 年
62 
模における従業者 1 人 1 ヶ月当り現金給与額を，従業員 1,000 人以上の規模における従業
者 1 人 1 ヶ月当り現金給与額で割った値である。高度成長期の自動車部分品・附属品製造
業における従業者数規模別賃金格差は，縮小傾向にあった。サプライヤー間の規模別賃金
格差は，1956 年頃が最大であった。従業員 1,000 人以上のサプライヤーにおける賃金水準
に対して，10－19 人のサプライヤーは 37.7％，50－99 人のサプライヤーは 42.0％，100
－199 人のサプライヤーは 51.3％，300－499 人のサプライヤーは 67.1％であった。その




図 3－2 賃金格差の縮小（自動車部分品，附属品製造業における規模別） 
 
（出所）『工業統計表 産業編』各年版より作成。 
（注）賃金格差＝従業者数 10～19 人，50～99 人，100～199 人，300～499 人の自動車部 
分品及び附属品製造業平均賃金／従業者数 1,000 人以上の自動車部分品及 
び附属品製造業平均賃金 
平均賃金＝「現金給与総額」／「従業者数」（各規模） 
「現金給与総額」，「従業者数」については図 1 の注を参照。 
1969 年において格差が一時的に開いたのは，分母である従業者数 1,000 人以上の 
自動車部分品及び附属品製造業平均賃金が急激に上昇したためである。 
 
                                                   


















ーが利用するサプライヤーと比較してみたい。表 3－3 は，1967 年の四輪車（乗用車・ト
ラック）市場におけるシェア上位 5 社の協力会に所属するサプライヤーの税込平均月額給
与を示したものである。最も賃金水準が高いのは，トヨタであった。そして，いすゞ，三




では，999 万円未満が占める割合において，マツダ 38.7％（12 社）・トヨタ 2.9%（2 社）・
日産 6.5％（5 社）・いすゞ18.1％（16 社）であった。次に，従業員規模において 299 人以




における従業員 100－199 人，200－299 人の従業者 1 人 1 ヶ月当り現金給与額を分子に，
従業員 1,000 人以上の従業者 1 人 1 ヶ月当り現金給与額を分母にして賃金格差を算出する
と（220），それぞれ約 77.7％，約 81.1％であり，先に確認した約 80.5％と概ね同じ値を示
                                                   




たため」であった（中小企業研究センター（1968），8 頁）。つまり，その 12 社は他の 19
社と比較すると規模の大きなサプライヤーであり，もし協力会会員企業のみで集計がなさ
れていれば，より小規模な値が観察されたと推定される。 
（220） 1967 年時点におけるトヨタのサプライヤーの約 57.3％が従業員 1,000 人以上であ
単位：円
66年3月末 67年3月末 66年3月末 67年3月末
トヨタ 34,481 38,075 17,590 19,064
日産 32,773 36,689 18,664 20,535
マツダ 27,345 30,650 17,477 19,248
いすゞ 33,766 37,438 18,923 20,656






『広島経済レポート』1968 年 1 月 20 日号に収録された 22 社のデータから算出する（221）。
1967 年におけるマツダと下請企業の賃金（時間外手当と賞与を除いた基準内給与）は，マ
ツダは 38,900 円，下請企業の平均値は 28,751 円であった。下請企業における賃金の平均






第 3 節 内部組織の整備 












1952 年 8 月の組織再編成において，マツダは，部ではなく課を組織の中核とした。そ
                                                                                                                                                     
り，マツダのサプライヤーのサンプルから規模の大きい順に 12 社を除けば（脚注 17），従
業員 100－299 人のサプライヤーが最も多くなる。そのため，これらの従業員規模におい
て賃金格差を算出した（中小企業研究センター（1968），52 頁）。 
（221） 「広島地区 年末賞与支給状況」，『広島経済レポート』1968 年 1 月 20 日号，12-16
頁。基準内給与が確認できたサンプルを抽出した。 
（222） 角田（1967），70 頁。角田馨氏はマツダの社員。 
（223） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会編（1972）。 
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質管理講習会，1956 年の QC 担当者育成活動，1958 年の TWI 指導である（225）。 
さらに，1959 年 12 月の組織再編成によって，外注係は外注課へと昇格した。この組織
再編成におけるマツダの意図は，量産体制に対応して職制を充実強化するというものであ
った。このとき 10 部 33 課が新設されたが，外注課もその一つであった。そして外注課は，













全社的な VA の推進が図られた。それは，1965 年の時点において，（1）機能，仕様の決定：
設計部，（2）購入先，購入価格の決定：購買部，外注部，（3）内外作の決定：生産計画部，
                                                   
（224） 同上，305-309 頁。 
（225） 同上，309-310 頁。 
（226） 同上，417-419 頁。 




マツダの社内に VA が紹介されたのは，1960 年であった。資材管理者協会主催の資材管
理の権威者ハインリッツによる VA講習会に出席した購買課長が，社内に VAを紹介した。
1961 年には，購買部，外注部，生産技術部の各部に数名の VA 専任者が設置され，VA は
「本格的実施」の段階に入った。1962 年には，サプライヤーに対して VA の紹介をすると
ともに，自主的な VA の実施を要請した。1963 年には，設計部・生産技術課・統制課が毎
週一回の頻度で定例会を開催し，設計上の問題について討議を行うようになった。この定





第 2 項 格付評価制度の確立 
 格付評価制度は，1962 年にマツダが全取引先を対象に実施した制度で，その狙いは「部
品調達の現状把握と将来の取引ならびに指導育成の指針」とすることであった。具体的に





質・納期・協力度の三項目で，それぞれ，40 点・40 点・20 点が配分され，減点法で採点
された。三項目の内訳は，次の通りであった。まず品質の 40 点は，検査不良 20 点・クレ
ーム 20 点であった（232）。検査不良については，当月発生した受入時および組立時の不良
                                                   
（228） 増田（1965），109-110 頁。増田氏は，マツダのコストコントロールセンター所属。 
（229） 同上。トヨタとそのサプライヤーにおいても，ハインリッツの訪日が VE・VA 導入






（232） 品質面について，マツダは，1964 年に部品メーカー，1965 年に下請企業に対して，
67 
をとりあげ，その不良率に応じて減点がなされた。クレームについては，クレーム発生率




















第 4 節 取引統治と下請企業 
第 1 項 下請企業の特徴 













た 35 企業において，従業者数 100 人以上は 13 企業であった。言い換えれば，全体の約 6
割が 100 人未満の企業であり，こうした規模構成については 1964 年の時点と大きな変化
はなかった（234）。次に作業種類を見てみると，多くの下請企業が複数の作業工程を行なっ
ており，とりわけ，機械加工とプレス加工の両方を行なう下請企業が多かった。1964 年に
おける機械加工とプレス加工の兼業比率は約 5％に過ぎず（235），60 年代後半から 70 年代
前半にかけて，複数の作業工程を統合した生産が顕著に進行したのであった。 
 






                                                   
（234） 1964 年時点については，植田（2010）。 












no.101 1947 1016 プレス加工（50），機械加工，溶接，組立 1948 90 ○（大半） ○（大半） ○（大半） 多種中量
no.102 1958 908 機械加工（35），プレス加工，溶接，組立 1958 95 ○ ○（大半） ○（大半） 多種中量
no.103 1924 790 溶接（36），プレス加工，組立，機械加工 1946 60 ○（大半） ○（大半） ○（大半） 少種多量
no.104 1937 496 機械加工（65），熱処理，組立，鍛造 1953 75 ○（大半） ○（全部） ○（半分） ？
no.105 1921 470 鋳造（100） 1955 60 ○（一部） ○（一部） 多種中量
no.106 1951 376 組立（28），溶接，プレス加工，機械加工，塗装 1952 - ○（大半） ○（大半） ○（大半） ？
no.107 - 331 機械加工（70），組立 1954 95 ○（大半） ○（大半） ○（一部） 少種多量
no.108 1938 269 機械加工（97），組立，溶接 1951 100 ○（大半） ○（全部） ○（大半） 多種中量
no.109 - 267 接着（60），塗装 1961 60 ○（全部） 多種中量
no.110 1937 244 鋳造（75），機械加工，熱処理 1953 - ○（半分） ○（全部） ○ 少種多量
no.111 1952 240 プレス加工（50），溶接，金型，機械加工，塗装 1960 95 ○（大半） ？ ○（一部） 多種中量
no.112 1937 156 機械加工（100） 1937 80 ○（大半） ○（全部） ○ 多種中量
no.113 1895 136 プレス加工（40），機械加工，溶接，塗装，組立 1950 - ○（大半） ？ ○（大半） 多種中量
no.114 1952 98 熱処理（100） 1965 - ○（大半） ○（大半） 多種少量
no.115 1953 97 機械加工（68），組立，研磨，製缶 1966 65 ○（一部） ○（半分） 一品受注
no.116 1938 87 鍛造（78），熱処理 1954 40 ○（一部） ○（全部） ？
no.117 1887 81 製缶（45），溶接，塗装，プレス加工，機械加工 1965 45 ○（一部） ○（一部） 一品受注
no.118 1947 80 機械加工（55），鍍金 1947 55 ○（一部） ○（全部） ○（大半） ？
no.119 1951 69 プレス加工（57），機械加工，溶接，組立，塗装 - 85 ○（大半） ○（一部） ○ 少種多量
no.120 1938 67 機械加工（40），プレス加工，溶接，組立，塗装 1946 100 ○（大半） ○（全部） ○（大半） 多種中量
no.121 1953 66 機械加工（100） 1962 - ○（大半） ○（全部） ○（大半） 多種少量
no.122 1967 60 プレス加工（40），機械加工，溶接，塗装，組立 1967 97 ○（大半） ○（一部） ○ 少種多量
no.123 1953 55 機械加工（100） 1956 90 ○（大半） ○（全部） ○（大半） 少種多量
no.124 1950 55 機械加工（40），組立，製缶，溶接，塗装 1967 80 ○（一部） ○（一部） 一品受注
no.125 1935 47 鍛造（55），機械加工 1952 50 ○（大半） ○（全部） ？
no.126 1963 46 機械加工（40），溶接，組立，プレス加工，塗装 1963 100 ○（大半） ○（全部） ○（大半） 少種多量
no.127 1953 45 機械加工（90），プレス加工，溶接 1953 - ○（大半） ○（全部） ○（大半） 多種少量
no.128 1946 41 プレス加工（42），組立，塗装，溶接 1963 83 ○（大半） ○（全部） ○（大半） 多種少量
no.130 1934 37 機械加工（95），形彫 1934 50 ○（半分） ○（一部） 多種中量
no.131 1951 37 プレス加工（60），機械加工，溶接 1964 100 ○（大半） ？ ○ 多種少量
no.133 1961 34 溶接（90），プレス加工 1962 100 ○（大半） ○（全部） ○（大半） ？
no.134 1945 33 機械加工（90），組立 1961 85 ○（全部） ○（大半） 多種中量
no.135 1923 33 プレス加工（55），溶接，鍍金，塗装 1954 100 ○（大半） ○（全部） ？
no.136 1957 26 プレス加工（40），溶接，組立 1957 100 ○（大半） ○（全部） ○（一部） ？



















業務とした下請企業の保有機械は，平均して，旋盤 50.3%，ボール盤 16.8%，フライス 11.7%，














                                                   
（236） 広島県広島市呉市（1962b），59-69 頁。 
（237） 同上，17 頁。 
（238） 同上，24-26 頁。 
（239） 自動車工学全書編集委員会編（1980），79-82 頁。 
（240） 広島県広島市呉市（1962b），31 頁。 
（241） 広島商工会議所編（1965），89-90 頁。 
（242） 広島県広島市呉市（1962b）。 





























                                                   
（245） 広島商工会議所編（1972），30-33 頁。 
（246） 広島県広島市呉市（1962b），21 頁。 
（247） 橋本（1956），92-94 頁。 
（248） 重化学工業通信社編集部工業設備課編（1972）より算出。 
（249） 「広島アルミニウム工業 提案型に体質改善（わが社の経営戦略）」，『日本経済新聞』
1989 年 12 月 1 日。 
（250） 磯部・黒沢（1962），10 頁。 
（251） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会編（1970），106 頁。 
（252） 「東洋シート（東洋工業協力工場）広島工場を建設 海田町に一，三〇〇坪を買収」，







表 3－5 下請企業に対する支払条件 
 
（出所）広島県広島市呉市（1962b，64-65 頁）より作成。 










みると，No.6 企業が 1960 年に 2.85 を記録したことを除けば，2 以下であった。次に No.1
企業（1957.4－1961.4）を確認すると，受取手形が存在しているが，受取手形と売掛金を






                                                   
（253） Williamson(1985), pp.95-96. 
（254） Dyer, J (1994) . 
（255） 磯部・黒沢（1962），28-31 頁。 
57年4月末 58年4月末 59年4月末 60年4月末 61年4月末
a 売掛金／売上高 1.44 0.71 0.99 1.21 1.96
b 受取手形／売上高 0.38 1.89 0.66 0.19 0.00
a+b 合計 1.82 2.60 1.65 1.41 1.96
No.3 売掛金／売上高 1.32 1.56 1.40




第 2 項 下請取引の取引統治 
マツダと下請企業において形成された取引関係は，長期継続的であった。表 3－4 によ







 マツダが選択した下請企業との長期継続的な取引関係は，少なくとも 1955 年頃の自動
車産業において，一般的に観察されたものではなかった。当時の下請取引は，取引の流動
性が高かった（259）。例えば，1955 年において 117 組存在していた取引関係は 1956 年まで











                                                   
（256） 「洋行一次の第一自動車工業 黒字時点で廃業へ」，『広島経済レポート』1969 年 12
月 27 日号，6 頁。 
（257） 東友会の性格，会員数の推移等については，山崎（2005），206-207 頁を参照。 
（258） 「東友会を脱退？ 池田鉄工 洋行受注ゼロ」，『広島経済レポート』1969 年 4 月 5
日号，7 頁。 
（259） 武田（1995）。 
（260） 労働大臣官房労働統計調査部（1957），18 頁。 



















っている（266）。辰栄工業におけるマツダへの売上高依存度は，1971 年 12 月で 95％（267），
1972 年に 70％（268），1976 年に 85％と推移した（269）。1972 年における売上高依存度の低
下は，油圧式操舵装置部品や油圧ミニシリンダーを東洋運搬機・太平洋重工業へ供給した
                                                   




（264） 「完成部品メーカーに脱皮 神田鉄工 洋工下請では三番手」，『広島経済レポート』
1969 年 1 月 25 日号，2-3 頁。川田鉄工はショックアブソーバーを供給していた。 
（265） 「スポットライト 広島県の部品工業（4）辰栄工業」，『日刊自動車新聞』1971 年
12 月 13 日。 
（266） 『1965 年版 会社総鑑』，304 頁。筆頭株主が社長沢原悟郎（31,500 株）であり，
第二位の株主がマツダ（10,000 株）という状態は，少なくとも 1973 年 3 月までは変わら
なかった（『1974 年版 会社総鑑 未上場会社版』，826 頁。）。 
（267） 「スポットライト 広島県の部品工業（4）辰栄工業」，『日刊自動車新聞』1971 年
12 月 13 日。 
（268） 重化学工業通信社編集部工業設備課編（1972），38 頁。 
（269） 重化学工業通信社広島支局編（1976），81 頁。 
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ことが影響していた。 
 表 3－6 から辰栄工業の経営状態を分析しよう。まず生産性を分析するため，一人当た
り従業員売上高を取り上げたい。辰栄工業の売上高は，1961 年の 6,994 万円から，1972
年には 10 億 42 万円まで伸びた。一方従業員数は 1962 年 240 人，1972 年 494 人と増加
した。売上高と従業員数から一人当たり従業員売上高を計算すると 1962 年の約 47 万円か




表 3－6 辰栄工業の経営成績，財務状態 
 
（出所）辰栄工業：『会社総鑑』（1963 年版，1964 年版，1965 年版，1966 年版，1967 年版，
1968 年版），『会社総鑑 未上場会社版』（1969 年版，1972 年版，1973 年版），東洋工業：
東洋工業株式会社「営業報告書」（各期）より作成。 
（注）辰栄工業は 3 月決算値，東洋工業は 4 月決算値。 
辰栄工業における 1969 年の数値は，上記資料よりは不明。 
 
次に，収益性を代表する指標として総資産営業利益率の平均値を見ると，マツダ
（1961-1972 年）は 6.60％であり，辰栄工業（1961-1968；1970-1972 年）は 10.86％で
あった。総資産営業利益率で観察する限り，辰栄工業の方が高い収益力を実現していたと
単位：千円
1961年 1962年 1963年 1964年 1965年 1966年 1967年 1968年 1969年 1970年 1971年 1972年
従業員数 a 240 237 240 225 261 309 254 414 494
売上高 b 69,946 113,244 151,752 182,627 192,280 200,014 263,144 390,198 465,361 489,446 631,058 1,000,427
売上原価 53,820 94,430 125,068 146,227 163,818 161,086 218,684 314,617 397,494 498,456 804,362
売上総利益 c 16,126 18,814 26,684 36,400 28,462 38,928 44,460 75,581 91,952 132,602 196,065
営業利益 d 11,434 5,580 14,202 21,013 9,035 18,425 19,860 41,177 48,264 74,848 79,283
総資産 e 55,593 91,632 121,600 164,746 188,532 288,890 256,417 331,370 420,511 493,492 762,736
　流動資産 f 25,140 37,358 60,191 89,743 103,463 132,616 147,981 159,128 184,436 218,971 410,323
　固定資産 g 29,559 53,294 59,670 74,580 84,741 156,206 108,399 172,236 235,985 274,181 351,213
　繰延資産 893 979
　その他資産 - - 1,739 423 328 68 37 6 90 340 1,200
総負債 h 28,274 63,342 87,682 125,585 132,044 232,643 197,699 260,185 327,893 385,004 650,039
　流動負債 i 28,274 27,742 47,352 80,512 77,737 82,146 101,335 154,915 171,645 210,030 410,992
　固定負債 - 35,600 40,330 43,270 52,115 72,525 92,500 99,760 131,730 145,084 196,682
　その他負債 - - - 1,803 2,192
　引当金 77,972 3,864 5,510 24,518 29,890 42,365
自己資本 j 27,318 28,290 33,918 39,161 56,488 56,247 58,718 71,185 92,618 108,488 112,697
売上高総利益率 c/b 23.1% 16.6% 17.6% 19.9% 14.8% 19.5% 16.9% 19.4% 18.8% 21.0% 19.6%
売上高営業利益率 d/b 16.3% 4.9% 9.4% 11.5% 4.7% 9.2% 7.5% 10.6% 9.9% 11.9% 7.9%
総資産利益率 d/e 20.6% 6.1% 11.7% 12.8% 4.8% 6.4% 7.7% 12.4% 11.5% 15.2% 10.4%
総資本回転率 b/e 1.26 1.24 1.25 1.11 1.02 0.69 1.03 1.18 1.16 1.28 1.31
固定資産回転率 b/g 2.37 2.12 2.54 2.45 2.27 1.28 2.43 2.27 2.07 2.30 2.85
労働生産性 b/a 471.9 640.3 760.9 854.6 766.3 851.6 1,536.2 1,524.3 2,025.2
流動比率 f/i 88.9% 134.7% 127.1% 111.5% 133.1% 161.4% 146.0% 102.7% 107.5% 104.3% 99.8%
負債比率 h/e 50.9% 69.1% 72.1% 76.2% 70.0% 80.5% 77.1% 78.5% 78.0% 78.0% 85.2%
自己資本比率 j/e 49.1% 30.9% 27.9% 23.8% 30.0% 19.5% 22.9% 21.5% 22.0% 22.0% 14.8%
マツダ
売上高総利益率 20.7% 22.2% 22.3% 23.9% 24.0% 25.4% 22.8% 21.7% 20.3% 20.3% 15.8% 14.6%
売上高営業利益率 9.6% 11.4% 10.8% 11.7% 12.6% 13.6% 12.0% 10.4% 9.1% 8.7% 4.9% 3.7%
総資産利益率 7.4% 9.3% 8.0% 8.4% 9.4% 8.3% 6.7% 6.4% 5.4% 4.7% 2.8% 2.3%
総資本回転率 0.77 0.82 0.74 0.72 0.74 0.61 0.56 0.62 0.59 0.55 0.57 0.62
固定資産回転率 2.47 2.40 2.16 2.59 2.36 2.08 1.85 1.87 1.78 1.74 2.09 2.29
労働生産性 5,870.0 6,870.7 6,730.9 6,072.1 6,668.4 6,616.1 6,761.4 7,116.8 7,362.0 7,900.2 9,065.5 9,469.4
流動比率 132.9% 158.2% 150.5% 140.2% 136.2% 150.9% 155.3% 146.1% 148.0% 151.2% 149.6% 146.4%
負債比率 78.6% 68.7% 71.2% 68.0% 69.8% 73.0% 76.7% 78.7% 79.6% 79.6% 81.1% 82.3%
























                                                   
（270） 「スポットライト 広島県の部品工業（4）辰栄工業」，『日刊自動車新聞』1971 年































                                                   
（272） Williamson(1985) ,pp.120-122 ，伊丹（1988）。 
（273） 完成車メーカーが型具を所有する方式は，1980 年代の下請取引でも観察されている
（浅沼（1997），189 頁）。本章の検討により，下請取引において完成車メーカーが型具を
所有するという方式は，少なくとも 1970 年頃には存在していたことが確認された。 
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第 4 章 系列流通網の構築 














 構成は以下の通りである。第 2 節では，三輪車・四輪トラックの流通網を検討する。第
3 節は，1960 年の乗用車販売により流通網が構築された過程を追跡し，高度成長期におけ
る各社流通網の到達点を比較する。第 4 節は，埼玉マツダを事例に，マツダにおけるディ
ーラーの経営活動の特徴を検討する。第 5 節は，結論である。 
 
第 2 節 三輪車・四輪トラック流通網の形成 
マツダは，1949 年 10 月 26 日における自動車販売統制の撤廃に先立ち，1947 年 5 月に
特約店懇親会を開催し，三輪車の 1 県 1 特約店政策を推進した。当時のマツダは，中国地
方は強かったものの，近畿地方・中部地方・関東地方では「いちじるしく劣勢」にあった
という。マツダは，1948 年に特約店設置を積極的に行い，1949 年 10 月には 1 県 1 特約
店設置計画を完了させた（277）。この 1 県 1 特約店政策において着目したい点は，札幌トヨ
                                                   
（274） 塩地（2009），176-189 頁。 
（275） 四宮（2014）。 
（276） 塩地（2002），4 頁。 
（277） 東洋工業株式会社『第五拾六回営業報告書』，1948 年，4 頁（昭和 23 年 8 月 1 日か


























                                                   
（278） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会（1972），191 頁。 
（279） 株式会社現代文化研究所（1997），222-223 頁。 
（280） 北海道マツダ販売株式会社（1996），64-65 頁。 
（281） 埼玉マツダ社史編纂委員会（1982），14-15 頁。 
（282） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会（1972）240-241 頁。 
（283） 北海道マツダ販売株式会社（1996），67 頁。 
（284） 専務取締役横井七之助は，1957 年 4 月，札幌トヨタ自動車を退社した。 
（285） 北海道マツダ販売株式会社（1996），66 頁。 





第 3 節 四輪乗用車流通網の構築 
 マツダは，1959 年に四輪乗用車流通網の新設計画を実行開始し，1960 年 2 月 21 日の
マツダオート埼玉設立で計画を完了した。マツダは，資本金の 49％を出資し，名称をマツ










1960 年 2 月 27 日に浦和マツダが設立された際，嶋田の経営する埼玉マツダ自動車が解散
していなかったためであった。しかし，1960 年 9 月には，浦和マツダは株式会社埼玉マ
ツダと社名変更して埼玉マツダ自動車株式会社の業務を継承しており，埼玉マツダ自動車
はこの頃には解散していたと推測される（290）。マツダオートの新設による乗用車流通網の
構築により，1960 年 5 月，マツダは R360 クーペ発売を皮切りに乗用車市場へ進出した。 
マツダは，ディーラー網を整備する一方で，内部組織を整備した。1965 年 8 月，マツ
ダは，本社自動車販売部の統括下に，東京・大阪・広島に管轄販売部を新設した。1966
年 4 月には名古屋管轄販売部，1966 年 5 月には仙台管轄販売部，1969 年 12 月には九州
販売管轄部を設置した（図 4－1）（291）。マツダは，自社内の自動車販売部がディーラーを
管理する直販方式を採用しており，この仕組みは日産やいすゞ等も採用したものであった。
                                                   
（287） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会（1972），345-346 頁。 
（288） 同上，345 頁。 
（289） 北海道マツダ販売株式会社（1996），134-135 頁。 










図 4－1 マツダの販売部門（1976 年） 
 
出所）重化学工業通信社広島支局編『東洋工業関連企業リスト：関連 400 社の現勢と今後の方
向』，1976 年，3 頁 
 
1967 年以降，マツダは，1 都道府県に複数の販売会社を設置する方針を採用した。その
結果，ディーラー数は，1966 年末に 78 社であったが，1969 年末には 111 社となった（294）。
マツダは，1967 年 5 月，競争優位の獲得を目指し，単独での生き残りをかけたロータリ
ーエンジンを搭載したコスモスポーツを発売しており，販売促進を意図したと考えられる。
一方で，ディーラーの視点に立つと，1 都道府県に複数の販売会社が設立されることは，
                                                   




コノミスト』，1969 年 8 月 12 日号，62 頁）。 
（293） 「自動車の販売構造」『東商』，No.222，1965 年 12 月，41 頁。銀行の視点に立て
ば，製造金融・販売金融の分離がなされているため，自販方式が望ましかったという（「自
動車販売業界－その機構と現況－」『北海道拓殖銀行調査月報』，1958 年，(82)，36 頁）。 






表 4－1 流通網の各社比較（1970 年） 
 
出所）日本自動車会議所／日刊自動車新聞共編『昭和 46 年版 自動車年鑑』，367-393 頁。 
『自動車ジャーナル別冊 高額所得ディーラー全国番付（43.10～44.9 月期）－年間申告所得
2,000 万円以上の自動車ディーラー一覧』，1970 年，53-55 頁。 
注）「資本関係」は，「メーカーまたは自販の出資比率が 30％以上」のディーラーが占める割合。
「収益性」は，1969 年において，年間申告所得 2,000 万円以上のディーラーが占める割合。 
 
 マツダが構築したディーラー網について，他社との比較から考察しよう（表 4－1・表 4





                                                   





















トヨタ 2.0% 81.6% 10,151 497,397 466 21,900
トヨペット 7.7% 76.9% 10,460 543,900 491 25,030
トヨタディーゼル 0.0% 33.3% 9,875 39,500 373 1,490
カローラ 6.0% 43.4% 5,224 438,850 255 19,360
トヨタオート 6.3% 15.5% 5,592 352,300 190 6,080
日産 33.3% 43.9% 19,538 1,113,650 485 27,660
日産モーター 48.8% 23.3% 9,512 409,000 314 13,490
サニー 27.0% 16.2% 7,611 563,235 222 15,100
チェリー 22.2% 15,180 683,100 91 4,010
プリンス 85.5% 4.7% 11,715 726,300 235 14,340
日産ディーゼル 58.3% 31.6% 5,300 137,800 135 2,980
マツダ 49.1% 3.6% 3,701 188,762 396 20,182
マツダオート 88.9% 0.0% 3,189 169,000 266 14,340
ファミリア 66.7% 0.0% 4,000 12,000 53 160
三菱 36.0% 20.9% 5,202 442,165 247 20,710
三菱ふそう 74.1% 43.9% 8,132 333,425 230 9,420
いすゞ 39.5% 74.4% 9,123 392,300 296 12,420
いすゞモーター 64.7% 8.8% 5,150 175,100 295 9,730
ダイハツ ダイハツ 63.1% 18.2% 3,224 209,549 209,549 222 14,220 14,220
日野 日野 64.6% 34.9% 4,443 213,280 213,280 153 7,190 7,190























表 4－2 流通網の各社比較（1963 年） 
 










たり人口数は，それぞれ，人口 10 万以上の都市で 7.2 万人・18.7 万人，5－10 万人の都
市で 6 万人，25.3 万人，5 万人以下の都市で 8 万人・43.9 万人であった。1966 年 6 月，
マツダは，人口 10 万に対して一つの拠点を設立する計画を立案したが（297），1963 年時点
のトヨタにやや劣る計画だったと言える。トヨタが実現していた綿密な拠点展開は，トヨ
タの競争優位の一端であった。 
                                                                                                                                                     
正取引』，1972 年，6 月号 260 号，37 頁）。 
（297） 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会（1972），501-502 頁。 
マツダ トヨタ 日産 いすゞ 三菱 ダイハツ プリンス
人口10万以上 1.8 4.7 3.5 1.7 2.3 1.9 1.5
5－10万 0.3 1.1 0.8 0.4 0.3 0.1 0.3
5万以下 0.1 0.5 0.3 0.3 0.1 0.3 0.1
平均 0.5 1.6 1.1 0.5 0.6 0.3 0.4
マツダ トヨタ 日産 いすゞ 三菱 ダイハツ プリンス
人口10万以上 187 72 98 200 143 313 231
5－10万 253 60 83 164 231 380 253
5万以下 439 80 148 365 422 577 365







第 4 節 ディーラーの経営活動－埼玉マツダの事例－ 
 後発企業であるマツダは，第 3 節で確認したように，先発企業と比較して小規模なディ
ーラーと契約を締結し，販売網を構築した。第 4 節では，埼玉マツダを事例に，マツダに
おけるディーラーの経営活動を検討する。 
第 1 項 ディーラー経営者の確保－後発企業の劣位性 
まず業界全体の動向から確認すると，ディーラーは，収益性が低く，赤字を計上する企
業数が多かった。表 3－3 は，1966 年から 1970 年における平均的なディーラーの経営成
績を表したものである。収益性を表す代表的な指標である売上高営業利益率は 4.5～6%程
度であり，売上高純利益率においては 0.7％～1.3％程度であった。売上総利益率を部門別














（299） ディーラー経営を圧迫した要因としては，不渡手形の存在も指摘できる。1961 年 4
月 22 日の日刊工業新聞は，ディーラーが低収益性を回避する「二大鉄則」として，①不
渡手形を回避すること，②下取車をできるだけ受け取らないことを指摘している（「脱落デ
ーラーも出る？」『日刊工業新聞』，1961 年 4 月 22 日，8 頁）。1961 年から 1962 年にか
けた調査では，不渡発生率が約 8％，実際に回収不能となるケースが約 2％存在しており，
回収不能となった金額だけでなく，不渡手形の管理や処理の費用が負担となっていた（社
団法人日本機械工業連合会『自動車販売店実態調査報告書 自動車流通の実態 昭和 38 年 9
月』，13 頁）。 
（300） 責任販売台数のことである（塩地・キーリー（1994），93 頁）。 







表 4－3 ディーラーの経営成績 
 
出所）社団法人日本機械工業連合会『自動車販売店実態調査報告書 自動車流通の実態 昭和 38





ダは，1961 年 2 月までは軽三輪・三輪車・キャブオーバー四輪車を取り扱ったが，1961
年 3 月から軽四輪，1961 年 9 月からボンネット四輪車，1968 年 9 月から乗用車（ファミ
リア）を販売した（304）。埼玉マツダの販売実績は 1960 年から 1963 年にかけて新車販売台
数が上昇しており（305），取扱車種の拡大が販売台数の上昇に寄与したと推測される。しか
し，埼玉マツダは，新車販売の際に下取した中古車の販売に失敗し，1962 年 3 月の時点
で 1,150 台の中古車を保有してしまう。中古車は新車と異なりテリトリー制が無かったた
め（306），東京から安い中古車が流入して，埼玉マツダの中古車は競争に負けたのであった。
                                                   
（302） 「充実への動き活発化」『日刊工業新聞』，1961 年 4 月 4 日，5 頁。「下取り新基準
決定」『日刊工業新聞』，1961 年 8 月 13 日，5 頁。 
（303） 「自動車産業における販売競争上の問題」『公正取引』，1970 年，No.233，10 頁。
例えば愛媛日産や愛媛いすゞにおいては，中古車処理の失敗が一つの要因となって経営者
交代が引き起こされた（「中古車価格統一に査定委」『日刊工業新聞』，1961 年 1 月 11 日，
5 頁）。 
（304） 埼玉マツダ社史編纂委員会（1982），54 頁。 
（305） 同上，156 頁。 
（306） 社団法人日本機械工業連合会『自動車販売店実態調査報告書 自動車流通の実態 昭
和 38 年 9 月』，21 頁。新車販売におけるテリトリー制では，「各ディーラーは定められた
テリトリー以外で営業所の設置や新車販売ができず，もしこのルールを破る（越境販売）
1966 1967・上 1967・下 1968・上 1968・下 1969・上 1969・下 1970・上 1970・下
売上総利益率 12.15 12.14 12.07 11.84 11.94 11.66 11.72 11.71 12.09
　新車部門 12.11 11.73 11.68 11.42 11.19 10.92 10.99 10.74 10.91
　中古車部門 -3.35 -1.67 -1.87 -1.82 -1.00 -1.90 -2.91 -0.91 -0.96
　部品部門 21.06 21.52 22.28 20.43 22.20 21.13 22.32 21.42 22.14
　砿油部門 18.84 22.03 18.94 20.24 19.65 21.78 21.71 23.08 20.47
　サービス部門 37.44 39.34 38.40 37.40 39.80 38.46 38.14 36.54 37.50
　その他 15.33 19.98 16.47 12.67 12.62 14.24 16.85 10.98 13.05
営業利益率 4.49 5.38 5.34 5.84 5.31 5.50 5.56 5.38 5.35






















第 2 項 セールスマンの賃金体系 
 前項では，経営者の確保という点で，後発企業であるマツダが不利な立場に立たされて
                                                                                                                                                     
と，ペナルティが科せられていた場合もある」（前掲，塩地「日本における二重の「系列」
問題（1950～1990）」，94 頁）。定められたテリトリーについて，トヨタは，「取扱い車種
については，1 県 1 店主義が厳守され，各販売店はその所在する都道府県内に，独占的な
テリトリーをもっていた」とし，「同業他社の場合もおおむねこれと同じ方式がとられてい
た」と指摘している（トヨタ自動車工業株式会社（1967），559 頁）。 
（307） 埼玉マツダ社史編纂委員会（1982）， 26 頁。 
（308） 同上，34 頁。 
（309） 日本自動車会議所／日刊自動車新聞社『昭和 43 年版 自動車年鑑』，61-85 頁。 
（310） 埼玉マツダ社史編纂委員会（1982）， 30 頁。 
（311） 「過当競争に泣く国内自動車販売」『エコノミスト』，1981 年 3 月 31 日号，26-27
頁。 
















ある。新車セールスマンは，男子事務員の約 1.4 倍，サービスマンの約 1.6 倍の賃金水準
であり，中古車セールスマンは，男子事務員の約 1.8 倍，サービスマンの約 2.2 倍の賃金
                                                   
（313） 1969 年 3 月に大学を卒業して営業職に就く新入社員に対する給与は，基本給 26,000
円・研修手当 3,000 円（6 ヶ月後に販売奨励金へ移行）・販売手当 3,000 円であったから ，
賃金上昇分の大部分は販売奨励金という賃金体系であったと推測される（株式会社埼玉マ
ツダ『昭和 44 年度 社員募集案内』）。 
男子事務 女子事務 サービス 新車セールス 中古車セールス
人員 60 51 110 93 22
基本給 26,616 18,576 20,995 23,691 25,155




皆精勤手当 238 227 220 216 232
家族手当 1,267 386 1,027 1,545
時間外手当 4,174 1,406 2,889





宿日直手当 308 2,385 2,335 1,400
販売奨励金 14,968 28,821







表 4－5 埼玉マツダ労働組合闘争委員会の新車セールスマージン要求額 
 







台に付き¥1,000 プラス（但し 6 台目の販売に付いてはプラスとする）」とされており，セ
ールスマンは，新車販売台数を伸ばすほどより大きな奨励金を得ることができた（314）。 
次に，中古車販売について検討したい。表 4－6 は，1969 年の埼玉マツダ労働組合闘争
委員会による中古車セールスマージン要求額である（315）。まず基本奨励金は，台当たり売
上金額・販売ルート別（直売・業売・県外）という二つの基準が設定されていた。例えば，
直売であれば，一台当たり売上金額 10 万円以下で 600 円，70 万円以上で 6,000 円，業売
であれば，一台当たり売上金額 10 万円以下で 450 円，70 万円以上で 5,500 円の基本奨励
金が支給された。台当たり金額が大きさ，そして，直売＞業売＞県外，という二つの基準
によって，基本奨励金が決定されたのであった。次に，売上高奨励支給を見ると，最小値
である売上高 50－75 万円を達成したセールスマンには 4,000 円が支給され，最大値であ
る 976－1,000 万円を達成したセールスマンには 60,000 円が支給された。売上高奨励支給
                                                   

















表 4－6 埼玉マツダ労働組合闘争委員会の中古車セールスマージン要求額 
 










                                                   
（316） 宇田川・四宮編（2007），19 頁。 
基本奨励金 売上高奨励支給
ルート別 売上高 支給額 売上高 支給額
台当たり売上金額 単位：万円 単位：円 単位：万円 単位：円
10万円以下 600 450 200 50－75 4,000 526－550 33,000
10－15万円 1,000 850 450 76－100 6,000 551－575 34,500
15－20 1,400 1,300 850 101－125 7,500 576－600 36,000
20－25 1,800 1,750 1,200 126－150 9,000 601－625 37,500
25－30 2,200 2,150 1,500 151－175 10,500 626－650 39,000
30－35 2,600 2,550 1,800 176－200 12,000 651－675 40,500
35－40 3,000 2,950 2,100 201－225 13,500 676－700 42,000
40－45 3,400 3,350 2,400 226－250 15,000 701－725 43,500
45－50 3,800 3,700 2,700 251－275 16,500 726－750 45,000
50－55 4,200 4,100 3,000 276－300 18,000 751－775 46,500
55－60 4,600 4,400 3,300 301－325 19,500 776－800 48,000
60－65 5,000 4,700 3,600 326－350 21,000 801－825 49,500
65－70 5,400 5,000 3,900 351－375 22,500 826－850 51,000
70万円以上 6,000 5,500 4,300 376－400 24,000 851－875 52,500
401－425 25,500 876－900 54,000
426－450 27,000 901－925 55,500
451－475 28,500 926－950 57,000
476－500 30,000 951－975 58,500












ールスマージンが，埼玉マツダは 3,500 円から 10,000 円 であったのに対し（表 4－5），




















                                                   
















第 5 章 サプライヤーの企業成長 


















上高をゼロとした場合の平均値である。1990 年時点における上位 20 社までは平均で約 9
割の売上高を維持したが，それ以降の下位企業は売上高を平均で 3 割以上も減少させた。
上位 30 社以降になると，「N.A.」の企業が多くなっており，倒産した可能性も考えられる。
シグマは，売上高が 1990 年の売上高が 45 位（3,200 百万円），2000 年の売上高が 39 位
（3,011 百万円），1990 年から 2000 年への売上高伸び率が 94.1％であり，上位企業の売
上高伸び率を超える値を記録した。一方，リョービは，西日本洋光会加盟企業のなかで最
大の売上高を実現した。両社とも，良好な経営成績を記録した企業である。 
 構成は以下の通りである。第 2 節では，多様な受注先，多数の外注先との関係に着目し
つつ，リョービの経営展開を検討する。第 3 節は，冷間鍛造という成形技術に特化したシ
グマの経営展開を分析する。第 4 節は，結論である。  
                                                   
（318） 中山（2004），89 頁。 
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＊1「売上高（1990 年）」における高屋製作所の売上高は 5 ヶ月分の値であったため，順位と
売上高伸び率は算出しなかった。 







リョービ 121,263 1 117,423 1 96.8%
デルタ工業 53,920 2 37,500 3 69.5%
大協→ジー・ピー・ダイキョー 47,976 3 34,777 5 72.5%
広島アルミニウム工業 45,300 4 30,311 7 66.9%
西川ゴム工業 43,457 5 37,098 4 85.4%
西川化成 35,100 6 23,000 12 65.5%
マツダ梱包→マツダロジスティクスサービス→マロックス 34,327 7 48,168 2 140.3%
東洋シート 33,065 8 30,000 8 90.7%
山本鋼材→ヤマコー→ワイテック 31,570 9 33,710 6 106.8%
音戸工作所 26,062 10 19,672 17 75.5%
北川鉄工所 25,167 11 29,712 9 118.1%
広島プレス工業→ヒロテック 25,150 12 22,500 13 89.5%
蔵田金属工業→クラタ→キーレックス 24,800 13 26,174 10 105.5%
石崎本店 24,712 14 20,906 16 84.6%
南条装備工業 24,000 15 10,440 22 43.5%
三葉工業 23,000 16
晝田工業→ヒルタ工業 22,400 17 26,600 10 118.8%
モルテンゴム工業→モルテン 20,500 18 21,292 15 103.9%
片山工業 20,000 19 14,000 18 70.0%
ヨシワ工業 16,468 20 9,499 24 57.7%
オーエム工業 16,000 21 12,800 20 80.0%
三浦工業 15,429 22
川田鉄工所→カワダ 15,211 23 12,971 19 85.3%
黒石鉄工 15,000 24 11,000 21 73.3%
ヒロタニ 14,600 25 6,384 26 43.7%
神田鐵工→カンダ 12,677 26 8,537 24 67.3%
紀陽木材→紀陽 12,000 27 8,000 25 66.7%
松本重工業 11,750 28 5,700 28 48.5%
倉敷化工 11,211 29 15,300
杉原縫製工業 10,800 30 5,200 30 48.1%
西日本車体工業 10,324 31
住野工業 8,618 32 5,044 32 58.5%
辰栄工業 8,242 33 5,050 31 61.3%
マツダ精機 7,300 34
仁井鉄工所→ニイテック 6,924 35 4,357 34 62.9%
双葉工業 6,400 36 4,000 37 62.5%
広島精密工業 6,334 37 4,570 33 72.2%
大力鐵工所 6,000 38 5,300 29 88.3%
仁保製作所 4,930 39
中央発条工業 4,800 40 3,400 38 70.8%
久保田鐵工所 4,500 41 4,250 36 94.4%
三和工業 4,338 42 5,928 27 136.7%
呉鉄工所 3,778 43
荻野工業 3,396 44 4,300 35 126.6%
下中工作所→シグマ 3,200 45 3,011 39 94.1%
東洋工産 3,100 46
滝口鉄工所→タキグチ 2,100 47
川上鉄工所 2,100 48 1,400 40 66.7%
濱田鉄工所→ハマダ 2,000 49 1,331 41 66.6%
日東工業 2,000 50 N.A.
松本精機 1,404 51
高屋製作所→マツダミクロン→マイクロテクノ 1,400 *１ 7,000
重西鉄工所 900 52








































1943 年 12 月 16 日，資本金 19 万円で登記を完了した。リョービがマツダとの取引を開始
したのは，1947 年 7 月である。最初の受注は，三輪車のマークボード，コントロールレ
バー，ハンドルグリップ等であった。 
 
第 1 項 リョービの事業構成 
 リョービの事業構成の推移を概観したい（表 5－2）。収集できた資料の制約上，分析の
始点は 1961 年である。1961 年から 1972 年における販売実績をみると，最大部門である
自動車事業は，販売金額は石油危機による急激な減少を除いて上昇していたが，比率は
54.2％から 35.9％と低下した。次に大きな電気通信事業は，変動はあるものの，おおむね









                                                   
（319） リョービ株式会社年史編集委員会（1974），78-79 頁。この社史は，1966 年までは，
社内報に浦上が連載していたものを再掲載したものである。本章第 1 項の記述は，断りの
ない限り，この社史に依拠している。 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 5－3 リョービの主要販売先別売上高 
  
出所）広島県中小企業指導所『㊙株式会社菱備製作所 系列診断報告書 昭和 41 年 3 月』12 頁。 
 
 電機部品でスタートしたリョービにおいて，自動車部品が最大の事業となったのは 1959
年頃であり，1960 年 5 月期には売上の 46.2%を占めた。主要販売先をみると，1962 年か
ら 1965 年にかけて最大の顧客はマツダであった。しかし，販売額は 937,017 千円から












                                                   
（321） 矢崎総業へは，スピードメーター用の文字車とフレームを供給した。 
金額 比率 金額 比率 金額 比率
東洋工業株式会社 937,017 20.2 858,972 15.3 763,770 13.0
ミノルタカメラ株式会社 454,020 9.8 552,450 9.8 425,169 7.3
松下精工株式会社 345,553 7.4 133,252 2.4 118,557 2.0
鈴木自動車工業株式会社 333,887 7.2 401,519 7.1 453,653 7.8
三菱電機株式会社 319,500 6.9 348,538 6.2 188,060 3.2
三菱重工業株式会社 315,162 6.8 439,651 7.8 498,966 8.5
ヤマハ発動機株式会社 155,902 3.4 214,546 3.8 247,559 4.2
東洋陶器株式会社 152,759 3.3 204,457 3.6 235,211 4.0
株式会社浜田印刷機製造所 135,086 2.9 164,721 3.0 169,930 2.9
丸善ミシン株式会社 62,426 1.3 100,301 1.8 124,683 2.1
伊津貿易株式会社 28,635 0.6 188,829 3.4 366,484 6.3
その他 1,399,505 30.2 2,010,350 35.8 2,266,800 38.7




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































一人当たり売上高から確認すると，1961 年に一人当たり約 176 万円であったが，1972 年
に約 612 万円まで上昇した。売上高は，1961 年に約 17 億円であったが，1972 年には約
97億円と 5 倍強になっている。1961年から 1972年にかけての売上高の年平均成長率は，
約 17.8％であった。従業員数をみると，1961 年においては 969 人，1974 年には 1,717 人
となり，年平均成長率は約 5.2％であった。リョービは，どちらの指標においても企業規
模を大きくしたが，売上高の増加率の高さが労働生産性に寄与したのであった。最大の顧
客であるマツダの労働生産性は，1961 年に一人当たり約 587 万円であり，1972 年におい
て一人当たり約 947 万円であった（表 3－6）。マツダの生産性はリョービの生産性よりも

















1971 年 11 月 53.7％，1974 年 11 月 52.4％と推移した（324）。数量的に示すことはできな
いが，1966 年に刊行された系列診断報告書においてリョービが外注を増加させていたこと
が指摘されており，1960 年代前半から上昇傾向にあったと推測される。リョービの生産実
績に占める外注分は，少なくとも 60 年代前半から増加しはじめ，60 年代後半においてよ
り高い比率で増加したと考えられる。 
 次に，部品加工の額のみを示す指標として，外注加工費の推移を確認したい（表 5－4）。
外注工賃が当期総製造費用に占める割合は，1961 年 11 月に 15.7％であったが，1970 年 5
月の 43.1％まで上昇した。その後，外注工賃が当期総製造費用に占める割合は，1971 年
11 月まで下降し，約 30％前後で推移した。この低下は，1970～1971 年に部品加工の取引
額が減少したことを意味するが，必ずしも，全体としての外注分が減少したことを意味し





                                                   
（323） 広島県中小企業指導所『㊙株式会社菱備製作所 系列診断報告書 昭和 41 年 3 月』
10-11 頁。本章第 2 項の記述は，断りのない限り，この資料に依拠している。 
（324） 第 57 期（1972 年 5 月）の有価証券報告書には，「当社製品はそのほとんどを外注
しており内完成外注 41.5％，附属加工外注 15.2％で総生産高に対する外注高の割合は，56
期 53.7％，57 期 56.7％である」と記述されている。本稿は，完成外注を部品，附属加工
外注を部品加工として分析している。 
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 リョービは，サプライヤーを管理するため，1963 年 12 月（1964 年 10 月改正）に外注








価制度というサプライヤーを管理する制度が構築されており（第 3 章），1960 年代前半期
は，マツダの分業構造全体でこうした管理の普及した時期であったのかもしれない。 
 表 5－5 から，サプライヤーの規模と立地を確認しよう。規模に関しては，データが確
認できた 182 企業において，従業者数 100 人を超えたのは 6 企業である。約 97％が 100
人以下，約 68％が 10 人以下の企業であり，大部分が小規模の企業であったといえよう。
注目したいのは，リョービの外注管理部が管理していた 2 次サプライヤー，すなわちマツ
ダの 3 次サプライヤーの規模をみると，リョービの 1 次サプライヤーとの規模の格差がほ
とんど存在しないことである。むしろリョービの 2 次サプライヤーは，リョービの 1 次サ




タが確認できた 174 企業のうち，府中市が 98 企業，福山市が 15 企業，協和村（後に府中
市へ編入）10 企業，御調町（後に尾道市へ編入）6 企業，駅家町（後に尾道市へ編入）3
企業，新市町（後に尾道市へ編入）3 企業と広島県南東部に集中していた。全体に占める




                                                   
（325） 広島県中小企業指導所『㊙株式会社菱備製作所 系列診断報告書 昭和 41 年 3 月』
41-42 頁。 
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表 5－5 管理部門別・サプライヤーの従業員規模 
 





















                                                   
（326） 残りの 10％の支払方法は不明である。 
５人以下 10人以下 30人以下 50人以下 100人以下 200人以下 300人以下 301人以上 合計
外注管理部 88 22 25 8 7 4 0 1 155
１次 76 17 21 3 4 2 0 1 124
２次 12 5 4 5 3 2 0 0 31
化成 3 4 5 0 0 1 0 0 13
成型 1 2 2 0 0 1 0 0 6
加工 2 2 3 0 0 0 0 0 7
計器 3 2 0 0 0 0 0 0 5
資材外注 2 0 5 0 2 0 0 0 9
金型 1 0 2 0 1 0 0 0 4
埋金 0 0 3 0 1 0 0 0 4
その他 1 0 0 0 0 0 0 0 1








模と業態で区分すると，従業員 10～500 名で特殊加工を担う 8 企業，従業員 10～100 名




表 5－6 規模別・業態別サプライヤーの売上高と依存度 
 
出所）広島県中小企業指導所『㊙株式会社菱備製作所 系列診断報告書 昭和 41 年 3 月』69 頁。 
 
表 5－7 規模別・業態別サプライヤーの取引開始時期 
 
出所）広島県中小企業指導所『㊙株式会社菱備製作所 系列診断報告書 昭和 41 年 3 月』70 頁。 
 
 リョービのサプライヤーの売上高と依存度を検討しよう。1964 年 12 月から 1965 年 11
月の平均売上高は，中規模・特殊加工グループは約 1 億 2,887 万円，小規模・単純加工グ
ループは約 1,187 万円，零細・単純加工グループは約 143 万円であった。同じ二次サプラ
イヤーであっても，グループ間において売上高の差は大きかった。とりわけ中規模・特殊
                                                   
（327） 広島県中小企業指導所『㊙株式会社菱備製作所 系列診断報告書 昭和 41 年 3 月』
69 頁。 
菱備売上 その他 計
中規模・特殊加工 8 74,006 54,868 128,874 57.4 113.5 950
小規模・単純加工 16 11,372 499 11,871 95.7 25.1 178
零細・単純加工 11 1,398 27 1,425 98.2 4.2 29






















中規模・特殊加工 3 4 1 0 8
小規模・単純加工 0 2 5 9 16
零細・単純加工 0 1 5 5 11








表 5－8 規模別・業態別サプライヤーの受注品種数 
 













第 3 節 下請企業の経営展開－シグマの事例－ 
 シグマの創業は 1937 年である。創業者は三代目社長下中利孝の祖父であり，海軍工廠
に部品を卸していた（328）。創業地は呉市警固屋であり，呉海軍工廠への納入であったと推
測される。マツダ下請企業の創業年次を見ると，戦後の創業が約 66％を占めており，シグ
                                                   
（328） 「インタビュー 経済人に聞く シグマ株式会社 代表取締役 下中利孝～なかったか













中規模・特殊加工 8 0 1 2 4 1 194
小規模・単純加工 16 4 7 4 1 0 42
零細・単純加工 11 6 4 0 0 1 15




























                                                   
（329） 広島商工会議所編（1972），18；28 頁 
（330） 下中（2007）。 
（331） 日本経済新聞社『会社総鑑：未上場会社版（上巻）』1996 年版，2177 頁。 
（332） 『日本経済新聞』地方経済面，2008 年 9 月 18 日，7 頁。 
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（333） 前掲『METI CHUGOKU』2007 年 7 月号，26-31 頁。 
（334） 下中（2007）。 
（335） 前掲『METI CHUGOKU』2007 年 7 月号，26-31 頁。 





図 5－1 シグマの経営成績 
    
  
          
出所）日本経済新聞社『会社総鑑：未上場会社版（上巻）』各年版，『有価証券報告書』各年版より作成。 

























1988 年 2 月 1 日，1988 年 2 月 5 日から 10 年間を有効期間とする契約で，ターレイ・オ
ートモーティブ・プロダクツから導入した（342）。ダイセル化学工業におけるインフレータ
                                                   
（338） シグマを出願人とする『公開特許公報』。 
（339） 下中（2007）。 
（340） 前掲『METI CHUGOKU』2007 年 7 月号，26-31 頁。 
（341） 『日経産業新聞』1997 年 12 月 19 日，13 頁。ダイセル化学工業の火薬事業は，冷
戦の終結により，主要な取引先であった防衛庁からの受注が減少していた。 
（342） ダイセル化学工業『有価証券報告書』第 126 期，16 頁。 
107 
ーの量産は，日本で最初の試みであった（343）。さらにダイセル化学工業は，1992 年 6 月


















（347）。また，2005 年 12 月 22 日，シグマは，インフレーター用カラーのコード溝の加工
                                                   
（343） 『日本経済新聞』1989 年 9 月 13 日，朝刊，13 頁。 
（344） ダイセル化学工業『有価証券報告書』第 134 期，15 頁。 










が確認できる（『自動車部品 200 品目の生産流通調査 2002 年版』アイアールシー，2002
年，751 頁）。 








図 5－2 エアバッグモジュールの階層 
 
出所）『エアバッグのすべて 概要／構造・作動／点検・整備／廃棄処理』鉄道日本社，2001




































                                                   
（350） 「中国進出日系企業レポート 「希格瑪精密機械（江蘇）有限公司」浜先総経理へイ
ンタビュー」『とっとり・グローバルウォッチ』第 86 号，2014 年 1 月 7 日発行，3 頁。 
（351） 『日経ビジネス』1980 年 6 月 30 日号，20-21 頁。浦上豊の長男である浦上浩のイ
ンタビュー。 
（352） 財務情報については 1966～1968 年の 3 年分しか収集できなかったが，蔵田金属工
業の売上高営業利益率の平均値は約 9.0%であり，菱備製作所よりも高く，マツダよりも低
いが，低い水準ではないと思われる（『会社総鑑 1968 年版』日本経済新聞社）。 
（353） 財務情報については 1960～1964 年の 5 年分であるが，呉鉄工所の売上高営業利益
率の平均値は約 10.2%であった（『会社総鑑 1961 年版』日本経済新聞社，『会社総鑑 1963
年版』日本経済新聞社，『会社総鑑 1965 年版』日本経済新聞社）。三和刃物は，当時，刃














マツダは，2000 年代前半以降，海外生産台数を拡大させた。1998 年に約 12．5 万台（15.0％）
であった海外生産台数は，1999 年約 15.0 万台（19.2％），2000 年約 15.3 万台（19.7％），
2001 年約 13.9 万台（19.1％）と推移した後，2002 年約 17.0 万台（21.9％），2003 年約
24.0 万台（30.1％），2004 年約 31.6 万台（38.6％）と増加した。その後，海外生産台数
はやや減少したが，リーマン・ショック前まで 20 万台後半を維持した（355）。またマツダ
は，1990 年代以降，機能統合型モジュールの取り組みを本格化した。機能統合型モジュー







                                                   
（354） 広島県中小企業指導所『㊙株式会社菱備製作所 系列診断報告書 昭和 41 年 3 月』
72 頁。 
（355） マツダ株式会社『会社概況 2003』，32 頁，38 頁，マツダ株式会社『会社概況 2007』，
























                                                   












第 1 節 分析の要約と含意 
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